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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクリル系ポリマーをベースポリマーとする粘着剤により構成された粘着剤層を備える
粘着シートであって、
　前記粘着剤層を基材の一方の表面および他方の表面に有する両面粘着シートとして構成
され、
　前記基材は、樹脂フィルムをベースフィルムとする基材フィルムであり、
　前記粘着剤層は、表面自由エネルギーγが４０ｍＪ／ｍ２未満であり、かつ１ｇ当たり
のオレイン酸浸透量が１．５ｇ以上５．０ｇ以下であり、
　前記粘着剤層の厚さは２５μｍ以下であり、
　前記粘着剤層は、前記アクリル系ポリマーと架橋剤と粘着付与樹脂とを含む粘着剤組成
物を用いて形成されており、
　前記アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、炭素原子数１以上６以下のアルキ
ル基をエステル末端に有するアルキル（メタ）アクリレートを５０重量％より多く含み、
かつカルボキシ基含有モノマーを０．５重量％以上５重量％以下の割合で含み、
　前記架橋剤はイソシアネート系架橋剤を含み、前記イソシアネート系架橋剤の使用量は
前記アクリル系ポリマー１００重量部に対して０．５重量部以上１０重量部以下であり、
　前記粘着付与樹脂はフェノール系粘着付与樹脂を含み、前記フェノール系粘着付与樹脂
は軟化点１３５℃以上のテルペンフェノール樹脂を含み、
　前記フェノール系粘着付与樹脂の含有量は、前記アクリル系ポリマー１００重量部に対
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して８重量部以上３５重量部以下である、粘着シート。
【請求項２】
　前記粘着剤層のゲル分率が３０％以上７０％以下である、請求項１に記載の粘着シート
。
【請求項３】
　前記粘着付与樹脂の５０重量％以上はロジン系粘着付与樹脂以外の粘着付与樹脂である
、請求項１または２に記載の粘着シート。
【請求項４】
　前記粘着付与樹脂の５０重量％以上がテルペンフェノール系樹脂である、請求項１また
は２に記載の粘着シート。
【請求項５】
　オレイン酸浴に浸漬して４０℃、９０％ＲＨの環境下に２週間保持した後に測定される
浸漬後粘着力と、前記オレイン酸浴に浸漬する前に測定される浸漬前粘着力とから、以下
の式：
　粘着力維持率（％）＝（浸漬後粘着力／浸漬前粘着力）×１００；
により算出される粘着力維持率が５０％超である、請求項１から４のいずれか一項に記載
の粘着シート。
【請求項６】
　携帯機器において部材の固定に用いられる、請求項１から５のいずれか一項に記載の粘
着シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粘着シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、粘着剤（感圧接着剤ともいう。以下同じ。）は、室温付近の温度域において柔
らかい固体（粘弾性体）の状態を呈し、圧力により簡単に被着体に接着する性質を有する
。このような性質を活かして、粘着剤は、例えば、支持基材上に粘着剤層を有する基材付
き粘着シートの形態で、携帯電話その他の携帯機器における部材の接合や固定、保護等の
目的で広く利用されている。携帯電子機器の部品固定に用いられる両面粘着テープに関す
る技術文献として特許文献１および２が挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－２１５３５５号公報
【特許文献２】特開２０１３－１００４８５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　携帯機器は、携帯して使用されるものであるため、皮脂や手垢等の分泌物、化粧品や整
髪料、保湿クリーム、日焼け止め等の化学品、あるいは食品等に含まれる油分が付着しや
すい。特に、近年普及が著しいタッチパネル方式の携帯機器は、表示部が入力部としても
機能する表示部／入力部を備え、その表示部／入力部の表面を使用者が指先で直接触れる
ことによって操作されるため、指先を介して油分が付着する機会が多い。また、いわゆる
ウェアラブル機器のなかには肌に触れる状態で装着して使用されるものがあり、そのよう
な使用形態では皮脂や皮膚に塗られた化学品等の油分に曝される機会が多い。部材を固定
している粘着シートの粘着剤層にこのような油分が接触すると、粘着力の低下や粘着剤の
はみ出し等の不都合が生じ得る。
【０００５】



(3) JP 6849533 B2 2021.3.24

10

20

30

40

50

　この点に関し、例えば特許文献１では、油分が浸透しても粘着剤が軟化・膨潤されにく
く、部品の固定に用いた際に粘着剤がはみ出さない両面粘着シートについて検討を行って
いる。しかしながら、特許文献１では、油分の接触に起因する粘着力の低下を抑制するこ
とは考慮されていない。
【０００６】
　本発明は、かかる事情に鑑みてなされたものであって、油分と接触しても粘着力の低下
が少なく、かつ粘着剤のはみ出しが抑制された粘着シートを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この明細書によると、アクリル系ポリマーをベースポリマーとする粘着剤により構成さ
れた粘着剤層を備える粘着シートが提供される。上記粘着剤層の表面自由エネルギーγは
、４０ｍＪ／ｍ２未満である。また、上記粘着剤層は、１ｇ当たりのオレイン酸浸透量が
１．５ｇ以上５．０ｇ以下である。
【０００８】
　かかる構成の粘着シートは、粘着剤層の表面エネルギーγが低いので、該粘着剤層が被
着体に対して良好な濡れ性を示す傾向にある。これにより粘着剤層と被着体とを好適に密
着させ、粘着シートの外縁から粘着剤層と被着体との界面（接着界面）への油分の浸入を
抑制することができる。また、上記粘着剤層は、後述するオレイン酸浸透量測定において
１ｇ当たり１．５ｇ以上のオレイン酸を保持する能力を有する。このような油分保持性を
示すことにより、粘着シートの外縁から接着界面に油分が浸入しても、該油分を粘着剤層
の層内に吸収する（浸透させる）ことにより、接着界面を油分の少ない状態に保つことが
できる。このように、粘着シートの外縁から接着界面への油分の浸入を抑制し、かつ浸入
した油分を接着界面から粘着剤層の層内（バルク）に吸収しやすい構成とすることにより
、油分の接触による粘着力の低下を効果的に抑制することができる。そして、粘着剤層１
ｇ当たりのオレイン酸浸透量を５．０ｇ以下に制限することにより、粘着剤層が油分を吸
収しすぎて粘着剤がはみ出す事象を防止することができる。
【０００９】
　好ましい一態様にかかる粘着シートは、上記粘着剤層のゲル分率が３０％以上７０％以
下である。ゲル分率を上記範囲とすることにより、オレイン酸浸透量が適切な範囲にある
粘着剤層が実現されやすくなる傾向にある。
【００１０】
　好ましい他の一態様において、上記粘着剤層は、上記アクリル系ポリマーと架橋剤とを
含む粘着剤組成物を用いて形成されている。かかる態様には、オレイン酸浸透量（または
さらにゲル分率）を容易に調整し得るという利点がある。上記架橋剤としては、少なくと
もイソシアネート系架橋剤を含む架橋剤を好ましく使用し得る。
【００１１】
　ここに開示される粘着シートは、上記粘着剤層が粘着付与樹脂を含む態様で好ましく実
施され得る。粘着剤層に粘着付与樹脂を含有させることにより、被着体に対する粘着剤層
の密着性を改善し、粘着シートの外縁から接着界面への油分浸入をよりよく抑制し得る。
また、上記粘着付与樹脂の５０重量％以上をロジン系粘着付与樹脂以外の粘着付与樹脂か
ら選択することにより、オレイン酸浸透量および表面自由エネルギーγが適切な範囲にあ
る粘着剤層が実現されやすくなる傾向にある。
【００１２】
　ここに開示される粘着シートの一態様において、上記アクリル系ポリマーを構成するモ
ノマー成分は、炭素原子数７以上１０以下（以下、このような炭素原子数の範囲を「Ｃ７

－１０」と表記することがある。）のアルキル基をエステル末端に有するアルキル（メタ
）アクリレートを５０重量％より多く含む。ここに開示される技術によると、このように
Ｃ７－１０アルキル（メタ）アクリレートを多く含むモノマー組成のアクリル系ポリマー
を粘着剤層のベースポリマーとする構成においても、油分に起因する粘着力の低下および
粘着剤のはみ出しが好適に抑制された粘着シートが実現され得る。
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【００１３】
　ここに開示される粘着シートは、上記アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分がカ
ルボキシ基含有モノマーを５重量％より多く含む態様で好ましく実施され得る。かかるモ
ノマー組成のアクリル系ポリマーによると、粘着剤層の層内にオレイン酸等の油分を良好
に保持し得る。これにより接着界面に存在する油分を減らし、油分による粘着力の低下を
効果的に抑制し得る。Ｃ７－１０アルキル（メタ）アクリレートを多く含むモノマー組成
のアクリル系ポリマーでは、モノマー成分におけるカルボキシ基含有モノマーの含有量を
多くすることが特に効果的である。
【００１４】
　ここに開示される粘着シートは、上記粘着剤層の厚さが２５μｍ以下である態様で好ま
しく実施され得る。このように粘着剤層の厚さが比較的小さい粘着シートでは、該粘着シ
ートの面積当たりの粘着剤量が少ないため、粘着剤層のオレイン酸浸透量を所定以上とす
ることが特に効果的である。
【００１５】
　好ましい一態様に係る粘着シートは、上記粘着剤層を基材の一方の表面および他方の表
面に有する両面粘着シートとして構成されている。両面粘着シートは、粘着シートの一方
の表面および他方の表面をそれぞれ被着体に貼り付けて使用されるため、これらの被着体
との接着界面に油分が浸入しやすい。したがって、ここに開示される技術を適用して上記
油分に起因する粘着力の低下を抑制することが特に有意義である。
【００１６】
　ここに開示される粘着シートは、例えば、携帯機器において部材を固定する用途に好ま
しく用いられ得る。上述のように携帯機器は油分と接触する機会が多いため、ここに開示
される技術を適用して油分による粘着力の低下および粘着剤のはみ出しを抑制することが
殊に有意義である。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】粘着シートの一構成例を模式的に示す断面図である。
【図２】粘着シートの他の構成例を模式的に示す断面図である。
【図３】粘着シートの他の構成例を模式的に示す断面図である。
【図４】粘着シートの他の構成例を模式的に示す断面図である。
【図５】粘着シートの他の構成例を模式的に示す断面図である。
【図６】粘着シートの他の構成例を模式的に示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の好適な実施形態を説明する。なお、本明細書において特に言及している
事項以外の事柄であって本発明の実施に必要な事柄は、本明細書に記載された発明の実施
についての教示と出願時の技術常識とに基づいて当業者に理解され得る。本発明は、本明
細書に開示されている内容と当該分野における技術常識とに基づいて実施することができ
る。また、以下の図面において、同じ作用を奏する部材・部位には同じ符号を付して説明
することがあり、重複する説明は省略または簡略化することがある。また、図面に記載の
実施形態は、本発明を明瞭に説明するために模式化されており、製品として実際に提供さ
れる本発明の粘着シートのサイズや縮尺を必ずしも正確に表したものではない。
【００１９】
　本明細書において「粘着剤」とは、前述のように、室温付近の温度域において柔らかい
固体（粘弾性体）の状態を呈し、圧力により簡単に被着体に接着する性質を有する材料を
いう。ここでいう粘着剤は、「C. A. Dahlquist, “Adhesion : Fundamentals and Pract
ice”, McLaren & Sons, (1966) P. 143」に定義されているとおり、一般的に、複素引張
弾性率Ｅ＊（１Ｈｚ）＜１０７ｄｙｎｅ／ｃｍ２を満たす性質を有する材料（典型的には
、２５℃において上記性質を有する材料）であり得る。
【００２０】



(5) JP 6849533 B2 2021.3.24

10

20

30

40

50

　この明細書において「（メタ）アクリロイル」とは、アクリロイルおよびメタクリロイ
ルを包括的に指す意味である。同様に、「（メタ）アクリレート」とはアクリレートおよ
びメタクリレートを、「（メタ）アクリル」とはアクリルおよびメタクリルを、それぞれ
包括的に指す意味である。
【００２１】
　この明細書において「アクリル系ポリマー」とは、該ポリマーを構成するモノマー単位
として、１分子中に少なくとも１つの（メタ）アクリロイル基を有するモノマーに由来す
るモノマー単位を含む重合物をいう。以下、１分子中に少なくとも１つの（メタ）アクリ
ロイル基を有するモノマーを「アクリル系モノマー」ともいう。この明細書におけるアク
リル系ポリマーは、アクリル系モノマーに由来するモノマー単位を含むポリマーとして定
義される。
【００２２】
　ここに開示される粘着シートは、アクリル系ポリマーをベースポリマーとする粘着剤に
より構成された粘着剤層を備える。ここで、ベースポリマーとは、粘着剤層に含まれるゴ
ム状ポリマー（室温付近の温度域においてゴム弾性を示すポリマー）の主成分をいう。ま
た、この明細書において「主成分」とは、特記しない場合、５０重量％を超えて含まれる
成分を指す。ここに開示される粘着シートは、上記粘着剤層を基材（支持体）の片面また
は両面に有する形態の基材付き粘着シートであってもよく、上記粘着剤層が剥離ライナー
に保持された形態等の基材レスの粘着シートであってもよい。ここでいう粘着シートの概
念には、粘着テープ、粘着ラベル、粘着フィルム等と称されるものが包含され得る。なお
、ここに開示される粘着シートは、ロール状であってもよく、枚葉状であってもよい。あ
るいは、さらに種々の形状に加工された形態の粘着シートであってもよい。
【００２３】
　ここに開示される粘着シートは、例えば、図１～図６に模式的に示される断面構造を有
するものであり得る。このうち図１，図２は、両面粘着タイプの基材付き粘着シートの構
成例である。図１に示す粘着シート１は、基材１０の各面（いずれも非剥離性）に粘着剤
層２１，２２がそれぞれ設けられ、それらの粘着剤層が、少なくとも該粘着剤層側が剥離
面となっている剥離ライナー３１，３２によってそれぞれ保護された構成を有している。
図２に示す粘着シート２は、基材１０の各面（いずれも非剥離性）にそれぞれ粘着剤層２
１，２２が設けられ、それらのうち一方の粘着剤層２１が、両面が剥離面となっている剥
離ライナー３１により保護された構成を有している。この種の粘着シート２は、該粘着シ
ートを巻回して他方の粘着剤層２２を剥離ライナー３１の裏面に当接させることにより、
粘着剤層２２もまた剥離ライナー３１によって保護された構成とすることができる。
【００２４】
　図３，図４は、基材レスの両面粘着シートの構成例である。図３に示す粘着シート３は
、基材レスの粘着剤層２１の両面２１Ａ，２１Ｂが、少なくとも該粘着剤層側が剥離面と
なっている剥離ライナー３１，３２によってそれぞれ保護された構成を有する。図４に示
す粘着シート４は、基材レスの粘着剤層２１の一方の表面（粘着面）２１Ａが、両面が剥
離面となっている剥離ライナー３１により保護された構成を有し、これを巻回すると、粘
着剤層２１の他方の表面（粘着面）２１Ｂが剥離ライナー３１の背面に当接することによ
り、他面２１Ｂもまた剥離ライナー３１で保護された構成とできるようになっている。
【００２５】
　図５，図６は、片面粘着タイプの基材付き粘着シートの構成例である。図５に示す粘着
シート５は、基材１０の一面１０Ａ（非剥離性）に粘着剤層２１が設けられ、その粘着剤
層２１の表面（粘着面）２１Ａが、少なくとも該粘着剤層側が剥離面となっている剥離ラ
イナー３１で保護された構成を有する。図６に示す粘着シート６は、基材１０の一面１０
Ａ（非剥離性）に粘着剤層２１が設けられた構成を有する。基材１０の他面１０Ｂは剥離
面となっており、粘着シート６を巻回すると該他面１０Ｂに粘着剤層２１が当接して、該
粘着剤層の表面（粘着面）２１Ｂが基材の他面１０Ｂで保護されるようになっている。
【００２６】
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＜粘着剤層＞
　ここに開示される粘着シートは、上記粘着剤層の表面自由エネルギーγが４０ｍＪ／ｍ
２未満であり、かつ該粘着剤層のオレイン酸浸透量が１．５ｇ／ｇ以上５．０ｇ／ｇ以下
であることによって特徴づけられる。
【００２７】
　（表面自由エネルギーγ）
　粘着剤層の表面自由エネルギーγは、次式：γ＝γｄ＋γｐ＋γｈ；により表される値
である。ここで、上記式中のγｄ、γｐおよびγｈは、それぞれ、表面自由エネルギーの
分散成分、極性成分および水素結合成分を表す。粘着剤層の表面自由エネルギーγは、水
、ジヨードメタンおよび１－ブロモナフタレンをプローブ液として用い、各プローブ液の
接触角から北崎－畑式（日本接着協会誌、Vol.8, No.3, 1972, pp.131-141）に従って求
めることができる。接触角の測定は、市販の接触角計を用いて行うことができる。接触角
計としては、共和界面科学株式会社製の製品名「ＣＡ－Ｘ」を使用することができる。測
定には液滴法を用い、着滴１５００ｍｓ後の液滴形状から接触角を測定する。後述の実施
例においても同様の方法が採用される。
【００２８】
　粘着剤層の表面自由エネルギーγが低くなると、該粘着剤層の被着体に対する濡れ性が
向上し、粘着剤層と被着体との界面（接着界面）の密着性が高くなる傾向にある。このよ
うに接着界面の密着性を高めることにより、粘着シートの外縁から上記接着界面への油分
の浸入を抑制することができる。
【００２９】
　被着体の表面自由エネルギーとの関係で、粘着剤層の表面自由エネルギーがより低くな
ると、該被着体に対する濡れ性はより高くなる傾向にある。したがって、粘着剤層の表面
自由エネルギーγをより低くすることにより、所定の被着体に対する密着性がさらに向上
し、また、より多様な材質の被着体に対して良好に密着することが可能となる。かかる観
点から、粘着剤層の表面自由エネルギーγは、好ましくは凡そ３５ｍＪ／ｍ２以下、より
好ましくは凡そ３０ｍＪ／ｍ２以下である。一態様において、粘着剤層の表面自由エネル
ギーγは、２７ｍＪ／ｍ２以下であってもよく、２５ｍＪ／ｍ２以下であってもよく、さ
らには２０ｍＪ／ｍ２以下であってもよい。粘着剤層の表面自由エネルギーγの下限は特
に制限されないが、通常は凡そ７ｍＪ／ｍ２以上、好ましくは凡そ１０ｍＪ／ｍ２以上で
ある。粘着剤層の表面自由エネルギーγは、例えば、アクリル系ポリマーを構成するモノ
マー成分の組成（後述する主モノマーおよび必要に応じて用いられる副モノマーの種類お
よび使用量等）、粘着付与樹脂の種類および使用量等によって調整することができる。
【００３０】
　（オレイン酸浸透量）
　ここに開示される技術において、粘着剤層のオレイン酸浸透量は、以下の方法により測
定される。
【００３１】
　　［オレイン酸浸透性評価］
　測定対象の粘着剤層を、厚さ１０μｍ～１００μｍ程度（例えば５０μｍ）のポリエチ
レンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルムの非剥離面上に厚さ２０μｍの上記粘着剤層を有
する片面粘着シートの形態に調製する。例えば、上記粘着剤層を適当な剥離面上に基材レ
スの形態で作製し、これを上記ＰＥＴフィルムの非剥離面に貼り合わせることにより、上
記片面粘着シートを調製することができる。この片面粘着シートを縦２５ｍｍ、横２５ｍ
ｍの正方形状にカットして試験片を作製する。
　ステンレス鋼板（ＳＵＳ３０４ＢＡ板）の表面に、該ステンレス鋼板の中央部において
９０度の角度で交差する２本の標線を油性ペンで描く。２３℃、５０％ＲＨの環境下にて
、上記標線が描かれたステンレス鋼板に上記試験片の粘着面を貼り付けて測定サンプルを
作製する。このとき試験片は、該試験片の縦横の中心線が上記標線と一致するように位置
合わせして貼り付ける。
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　上記測定サンプルを、２３℃、５０％ＲＨの環境下に１２時間保持する。次いで、上記
測定サンプルの重量（浸漬前重量）を測定したうえで、該測定サンプルをオレイン酸浴に
浸漬し、４０℃、９０％ＲＨの環境下に２週間保持する。その後、上記測定サンプルをオ
レイン酸浴から引き上げ、周囲に付着したオレイン酸を軽く拭き取り、該測定サンプルの
重量（浸漬後重量）を測定する。得られた測定値から、以下の式：
　オレイン酸浸透量＝（浸漬後重量－浸漬前重量）／浸透前の粘着剤重量；
により、粘着剤層１ｇ当たりのオレイン酸浸透量（ｇ／ｇ）を算出する。後述の実施例に
おいても同様の評価方法が採用される。
【００３２】
　オレイン酸浸透量が１．５ｇ／ｇ以上の粘着剤層は、よりオレイン酸浸透量の少ない粘
着剤層に比べて良好な油分保持性を示す。このことによって、粘着シートの外縁から接着
界面に油分が浸入しても、該油分を粘着剤層の層内（バルク）に吸収することによって接
着界面を油分の少ない状態に保つことができる。これにより、接着界面に存在する油分に
よる粘着力の低下を効果的に抑制することができる。また、粘着シートの外縁から接着界
面に浸入した油分を粘着剤層のバルクに吸収させることにより、上記油分が接着界面沿い
に粘着シートの貼付け範囲の内側部に進行する事象を抑制することができる。すなわち、
粘着シートの外縁からの油分の浸透距離を抑えることができる。これにより、油分の影響
が粘着シートの外縁から内側部に至ることを抑制し、粘着シート全体としての粘着力をよ
りよく維持することができる。さらに、粘着剤層のバルクが油分を適度に吸収することに
より、該粘着剤層が軟化する結果、上記粘着剤層の変形エネルギーによって剥離強度を稼
ぐことができるようになる。このことも油分に起因する粘着力の低下抑制に有利に寄与し
得る。このように、粘着シートの外縁から接着界面への油分の浸入を抑制し、かつ浸入し
た油分を接着界面から粘着剤層のバルクに吸収させやすい構成とすることにより、油分の
接触による粘着力の低下を効果的に抑制することができる。
【００３３】
　上述の効果をよりよく発揮する観点から、粘着剤層のオレイン酸浸透量は、好ましくは
凡そ１．６ｇ／ｇ以上、より好ましくは凡そ１．８ｇ／ｇ以上である。ここに開示される
技術は、粘着剤層のオレイン酸浸透量が凡そ２．０ｇ／ｇ以上（さらには凡そ２．５ｇ／
ｇ以上、例えば凡そ３．０ｇ／ｇ以上）である態様でも好ましく実施され得る。粘着剤層
のオレイン酸浸透量の上限は、粘着剤層が油分を吸収しすぎて粘着剤がはみ出す事象を防
止する観点から、凡そ５．０ｇ／ｇ以下とすることが適当であり、凡そ４．５ｇ／ｇ以下
（例えば凡そ４．０ｇ／ｇ以下）とすることが好ましい。好ましい一態様に係る粘着シー
トにおいて、上記粘着剤層のオレイン酸浸透量は、例えば凡そ１．６ｇ／ｇ以上凡そ４．
５ｇ／ｇ以下、より好ましくは凡そ１．８ｇ／ｇ以上凡そ４．５ｇ／ｇ以下であり得る。
粘着剤層のオレイン酸浸透量は、例えば、アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分の
組成（後述する主モノマーおよび必要に応じて用いられる副モノマーの種類および使用量
等）、アクリル系ポリマーの分子量、架橋剤の種類および使用量、粘着付与樹脂の種類お
よび使用量等によって調整することができる。
【００３４】
　上記オレイン酸浸透性評価により、粘着剤のはみ出し防止性の評価も行うことができる
。具体的には、上記オレイン酸浸透性評価において、上記測定サンプルをオレイン酸浴か
ら引き上げた直後に、上記ＰＥＴフィルムの外縁からの粘着剤のはみ出し距離（はみ出し
幅）を目視で測定する。後述の実施例においても同様の評価方法が採用される。
　好ましい一態様において、上記粘着剤のはみ出し幅は、凡そ１．０ｍｍ未満（より好ま
しくは凡そ０．５ｍｍ以下、さらに好ましくは凡そ０．３ｍｍ以下）であり得る。このよ
うなはみ出し防止性を有する粘着剤層を備えた粘着シートは、限られたスペースでの接合
が求められる用途、例えば携帯機器において部材を固定する用途に好適である。粘着剤の
はみ出し幅は、小さければ小さいほどよく、理想的には凡そ０ｍｍである。
【００３５】
　また、上記オレイン酸浸透性評価により、粘着シートへのオレイン酸の浸透距離を測定



(8) JP 6849533 B2 2021.3.24

10

20

30

40

50

することができる。具体的には、上記測定サンプルをオレイン酸浴から引き上げ、周囲に
付着したオレイン酸を軽く拭き取った後、上記ＰＥＴフィルムの外縁から内側に向かって
上記ステンレス鋼上の標線が消えた長さを測定し、その長さをオレイン酸の浸透距離とす
る。後述の実施例においても同様の測定方法が採用される。
　好ましい一態様において、上記オレイン酸の浸透距離は、凡そ０．５ｍｍ以上であるこ
とが適当であり、凡そ０．８ｍｍ以上であることがより好ましく、凡そ１．０ｍｍ以上で
あることがさらに好ましい。また、上記オレイン酸の浸透距離は、凡そ７．０ｍｍ以下で
あることが好ましく、より好ましくは凡そ５．０ｍｍ以下、さらに好ましくは凡そ４．０
ｍｍ以下（例えば凡そ１．０ｍｍ以上凡そ４．０ｍｍ以下）である。オレイン酸の浸透距
離が上記範囲にある粘着剤層によると、ここに開示される好ましいオレイン酸浸透量が好
適に実現される傾向にある。
【００３６】
　（アクリル系ポリマー）
　上記粘着剤層を構成する粘着剤は、ベースポリマーとしてアクリル系ポリマーを含む。
上記アクリル系ポリマーは、好ましくは、アルキル（メタ）アクリレートを主モノマーと
して含み、該主モノマーと共重合性を有する副モノマーをさらに含み得るモノマー原料の
重合物である。ここで主モノマーとは、上記モノマー原料において５０重量％を超えて含
まれる成分をいう。
【００３７】
　アルキル（メタ）アクリレートとしては、例えば下記式（１）で表される化合物を好適
に用いることができる。
　ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＯＲ２　　　　　（１）
　ここで、上記式（１）中のＲ１は水素原子またはメチル基である。また、Ｒ２は炭素原
子数１～２０の鎖状アルキル基（以下、このような炭素原子数の範囲を「Ｃ１－２０」と
表すことがある。）である。粘着剤の貯蔵弾性率等の観点から、Ｒ２がＣ１－１４の鎖状
アルキル基であるアルキル（メタ）アクリレートが好ましく、Ｒ２がＣ１－１０の鎖状ア
ルキル基であるアルキル（メタ）アクリレートがより好ましく、Ｒ２がブチル基または２
－エチルヘキシル基であるアルキル（メタ）アクリレートが特に好ましい。
【００３８】
　Ｒ２がＣ１－２０の鎖状アルキル基であるアルキル（メタ）アクリレートとしては、例
えばメチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アク
リレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソ
ブチル（メタ）アクリレート、ｓ－ブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）アク
リレート、イソペンチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、ヘプチ
ル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）
アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、ノニル（メタ）アクリレート、イソ
ノニル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリ
レート、ウンデシル（メタ）アクリレート、ドデシル（メタ）アクリレート、トリデシル
（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）アクリレート、ペンタデシル（メタ）アク
リレート、ヘキサデシル（メタ）アクリレート、ヘプタデシル（メタ）アクリレート、オ
クタデシル（メタ）アクリレート、ノナデシル（メタ）アクリレート、エイコシル（メタ
）アクリレート等が挙げられる。これらアルキル（メタ）アクリレートは、１種を単独で
または２種以上を組み合わせて用いることができる。特に好ましいアルキル（メタ）アク
リレートとして、ｎ－ブチルアクリレート（ＢＡ）および２－エチルヘキシルアクリレー
ト（２ＥＨＡ）が挙げられる。
【００３９】
　ここに開示される技術は、上記アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分がＢＡおよ
び２ＥＨＡの少なくとも一方を含み、該モノマー成分に含まれるアルキル（メタ）アクリ
レートのうちＢＡと２ＥＨＡとの合計量が７５重量％以上（通常は８５重量％以上、例え
ば９０重量％以上、さらには９５重量％以上）を占める態様で好ましく実施され得る。こ
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こに開示される技術は、例えば、上記モノマー成分に含まれるアルキル（メタ）アクリレ
ートが、ＢＡ単独である態様、２ＥＨＡ単独である態様、ＢＡと２ＥＨＡとからなる態様
等で実施することができる。
【００４０】
　上記モノマー成分がＢＡおよび２ＥＨＡを含む場合、ＢＡと２ＥＨＡとの重量比（ＢＡ
／２ＥＨＡ）は特に限定されず、例えば１／９９以上９９／１以下であり得る。好ましい
一態様において、ＢＡ／２ＥＨＡは、４０／６０以下（例えば１／９９以上４０／６０以
下）とすることができ、２０／８０以下であってもよく、１０／９０以下（例えば１／９
９以上１０／９０以下）であってもよい。
【００４１】
　ここに開示される技術は、上記アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分がＣ７－１

０アルキル（メタ）アクリレートを５０重量％より多く含む態様で好ましく実施すること
ができる。このようにＣ７－１０アルキル（メタ）アクリレートを主モノマーとするアク
リル系ポリマーは、概して油に対する親和性が高い。この油に対する親和性の高さを利用
して、粘着シートの外縁から接着界面に浸入した油分を粘着剤層の層内に適切に吸収する
ことにより、油分の接触による粘着力の低下を効果的に抑制することができる。モノマー
成分に占めるＣ７－１０アルキル（メタ）アクリレートの割合は、６０重量％以上であっ
てもよく、７０重量％以上（例えば８０重量％以上、さらには８５重量％以上）であって
もよい。モノマー成分に占めるＣ７－１０アルキル（メタ）アクリレートの割合の上限は
特に制限されず、例えば９８重量％未満とすることできる。通常は、他の特性との両立を
容易とする観点から、モノマー成分に占めるＣ７－１０アルキル（メタ）アクリレートの
割合を９７重量％以下とすることが適当であり、９５重量％以下（通常は９５重量％未満
、例えば９３重量％以下）とすることが好ましい。Ｃ７－１０アルキル（メタ）アクリレ
ートは、１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。Ｃ７－１０ア
ルキル（メタ）アクリレートの好適例として、２ＥＨＡ、イソオクチルアクリレート、イ
ソノニルアクリレート等のＣ７－１０アルキルアクリレートが挙げられる。なかでも２Ｅ
ＨＡが好ましい。
【００４２】
　ここに開示される技術は、上記アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分がＣ１－６

アルキル（メタ）アクリレートを５０重量％より多く含む態様でも好ましく実施され得る
。このようにＣ１－６アルキル（メタ）アクリレートを主モノマーとするアクリル系ポリ
マーをベースポリマーとする場合にも、例えば、副モノマーの種類および使用量、架橋剤
の種類および使用量、粘着付与樹脂の種類および使用量等の条件を適切に設定することに
より、ここに開示される好適なオレイン酸浸透量を示す粘着剤層を得ることができる。モ
ノマー成分に占めるＣ１－６アルキル（メタ）アクリレートの割合は、６０重量％以上で
あってもよく、７０重量％以上（例えば８５重量％以上、さらには９０重量％以上）であ
ってもよい。モノマー成分に占めるＣ１－６アルキル（メタ）アクリレートの割合の上限
は特に制限されず、例えば９９．５重量％以下とすることできる。通常は、他の特性との
両立を容易とする観点から、モノマー成分に占める上記Ｃ１－６アルキル（メタ）アクリ
レートの割合を９９重量％以下とすることが適当であり、９８重量％以下（例えば９７重
量％以下）とすることが好ましい。Ｃ１－６アルキル（メタ）アクリレートは、１種を単
独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。Ｃ１－６アルキル（メタ）アク
リレートの好適例としてＢＡが挙げられる。
【００４３】
　主モノマーであるアルキル（メタ）アクリレートと共重合性を有する副モノマーは、ア
クリル系ポリマーに架橋点を導入したり、アクリル系ポリマーの凝集力を高めたりするた
めに役立ち得る。副モノマーとしては、例えば以下のような官能基含有モノマーを、１種
を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。
　カルボキシ基含有モノマー：例えばアクリル酸（ＡＡ）、メタクリル酸（ＭＡＡ）、カ
ルボキシエチル（メタ）アクリレート、クロトン酸、イソクロトン酸等のエチレン性不飽
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和モノカルボン酸；マレイン酸、イタコン酸、シトラコン酸等のエチレン性不飽和ジカル
ボン酸およびその無水物（無水マレイン酸、無水イタコン酸等）。
　水酸基含有モノマー：例えば２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロ
キシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４
－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート等のヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート
類；ビニルアルコール、アリルアルコール等の不飽和アルコール類；ポリプロピレングリ
コールモノ（メタ）アクリレート。
　アミド基含有モノマー：例えば（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルア
ミド、Ｎ－メチロールプロパン（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシメチル（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（メタ）アクリルアミド。
　アミノ基含有モノマー：例えばアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチル
アミノエチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチルアミノエチル（メタ）アクリレート。
　エポキシ基を有するモノマー：例えばグリシジル（メタ）アクリレート、メチルグリシ
ジル（メタ）アクリレート、アリルグリシジルエーテル。
　シアノ基含有モノマー：例えばアクリロニトリル、メタクリロニトリル。
　ケト基含有モノマー：例えばジアセトン（メタ）アクリルアミド、ジアセトン（メタ）
アクリレート、ビニルメチルケトン、ビニルエチルケトン、アリルアセトアセテート、ビ
ニルアセトアセテート。
　窒素原子含有環を有するモノマー：例えばＮ－ビニル－２－ピロリドン、Ｎ－メチルビ
ニルピロリドン、Ｎ－ビニルピリジン、Ｎ－ビニルピペリドン、Ｎ－ビニルピリミジン、
Ｎ－ビニルピペラジン、Ｎ－ビニルピラジン、Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルイミダゾ
ール、Ｎ－ビニルオキサゾール、Ｎ－ビニルモルホリン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、Ｎ
－（メタ）アクリロイルモルホリン。
　アルコキシシリル基含有モノマー：例えば３－（メタ）アクリロキシプロピルトリメト
キシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、３－（メタ）アク
リロキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルメチルジ
エトキシシラン。
【００４４】
　上記官能基含有モノマーは１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて使用することが
できる。上記官能基含有モノマーのなかでは、上述のような架橋点の導入や凝集力の向上
を好適に実現し得ることから、カルボキシ基含有モノマーや水酸基含有モノマーを好まし
く使用し得る。カルボキシ基含有モノマーの好適例として、アクリル酸およびメタクリル
酸が挙げられる。これらは、いずれか１種を単独でまたは２種を組み合わせて用いること
ができる。水酸基含有モノマーとしては、２－ヒドロキシエチルアクリレートや４－ヒド
ロキシブチル（メタ）アクリレート等のような、炭素原子数２～４程度の直鎖アルキル基
の末端に水酸基を有するヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートが挙げられる。水酸基
含有モノマーは、１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。カル
ボキシ基含有モノマーと水酸基含有モノマーとを組み合わせて用いてもよい。
【００４５】
　アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分が官能基含有モノマーを含む場合、該モノ
マー成分に占める官能基含有モノマーの割合は特に限定されない。通常は、ここに開示さ
れる好ましいオレイン酸浸透量において適切な凝集性を得る観点から、官能基含有モノマ
ーの割合を０．１重量％以上４０重量％以下（例えば０．５重量％以上３０重量％以下、
通常は１重量％以上２０重量％以下）程度とすることが好ましい。
【００４６】
　アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分がカルボキシ基含有モノマーを含む場合、
該モノマー成分に占めるカルボキシ基含有モノマーの割合は、凝集性等の観点から、通常
、０．５重量％以上（好ましくは１重量％以上、例えば２重量％以上）、２０重量％以下
（好ましくは１８重量％以下、例えば１５重量％以下）とすることが適当である。
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【００４７】
　ここに開示される技術は、上記モノマー成分がカルボキシ基含有モノマーを凡そ３重量
％以上（好ましくは凡そ５重量％以上）含む態様で好ましく実施され得る。かかるモノマ
ー組成のアクリル系ポリマーによると、該ポリマーの有するカルボキシ基とオレイン酸と
の相互作用により、吸収したオレイン酸を粘着剤層の層内（バルク）に良好に保持し得る
。これにより接着界面をオレイン酸の少ない状態に維持し、オレイン酸の浸透による粘着
力の低下を効果的に抑制し得る。かかる観点から、モノマー成分におけるカルボキシ基含
有モノマーの含有量は、凡そ５重量％より多くすることが好ましく、凡そ７重量％以上と
してもよく、凡そ８重量％以上としてもよく、さらには凡そ９重量％以上としてもよい。
カルボキシ基含有モノマーの含有量の上限は特に制限されないが、通常は凡そ１８重量％
以下とすることが適当であり、凡そ１５重量％以下（例えば凡そ１２重量％以下）として
もよい。Ｃ７－１０アルキル（メタ）アクリレートを多く含むモノマー組成のアクリル系
ポリマー（例えば、Ｃ７－１０アルキル（メタ）アクリレートを主モノマーとするアクリ
ル系ポリマー）では、モノマー成分におけるカルボキシ基含有モノマー（例えばＡＡ）の
含有量を多くすることが特に効果的である。
【００４８】
　アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分が水酸基含有モノマーを含む場合、その含
有量は、通常、上記モノマー成分の凡そ０．００１重量％以上凡そ１０重量％以下（例え
ば凡そ０．０１重量％以上凡そ５重量％以下、好ましくは凡そ０．０２重量％以上凡そ２
重量％以下）とすることが適当である。
【００４９】
　アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分としては、該アクリル系ポリマーの凝集力
を高める等の目的で、上述した副モノマー以外の他の共重合成分を用いることができる。
かかる共重合成分の例としては、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、ラウリン酸ビニル等
のビニルエステル系モノマー；スチレン、置換スチレン（α－メチルスチレン等）、ビニ
ルトルエン等の芳香族ビニル化合物；シクロヘキシル（メタ）アクリレート、シクロペン
チル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート等のシクロアルキル（メ
タ）アクリレート；アリール（メタ）アクリレート（例えばフェニル（メタ）アクリレー
ト）、アリールオキシアルキル（メタ）アクリレート（例えばフェノキシエチル（メタ）
アクリレート）、アリールアルキル（メタ）アクリレート（例えばベンジル（メタ）アク
リレート）等の芳香族性環含有（メタ）アクリレート；エチレン、プロピレン、イソプレ
ン、ブタジエン、イソブチレン等のオレフィン系モノマー；塩化ビニル、塩化ビニリデン
等の塩素含有モノマー；２－（メタ）アクリロイルオキシエチルイソシアネート等のイソ
シアネート基含有モノマー；メトキシエチル（メタ）アクリレート、エトキシエチル（メ
タ）アクリレート等のアルコキシ基含有モノマー；メチルビニルエーテル、エチルビニル
エーテル等のビニルエーテル系モノマー；１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレ
ート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート等の、１分子中に２以上（例え
ば３以上）の重合性官能基（例えば（メタ）アクリロイル基）を有する多官能モノマー；
等が挙げられる。
　かかる他の共重合成分の量は、目的および用途に応じて適宜選択すればよく特に限定さ
れないが、通常は、モノマー成分の１０重量％以下とすることが好ましい。例えば、上記
他の共重合成分としてビニルエステル系モノマー（例えば酢酸ビニル）を用いる場合、そ
の含有量は、モノマー成分の例えば凡そ０．１重量％以上（通常は凡そ０．５重量％以上
）とすることができ、また、凡そ２０重量％以下（通常は凡そ１０重量％以下）とするこ
とが適当である。
【００５０】
　アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分の組成は、該アクリル系ポリマーのガラス
転移温度（Ｔｇ）が凡そ－１５℃以下（例えば凡そ－７０℃以上－１５℃以下）となるよ
うに設計されていることが適当である。ここで、アクリル系ポリマーのＴｇとは、上記モ
ノマー成分の組成に基づいて、Ｆｏｘの式により求められるＴｇをいう。Ｆｏｘの式とは
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、以下に示すように、共重合体のＴｇと、該共重合体を構成するモノマーのそれぞれを単
独重合したホモポリマーのガラス転移温度Ｔｇｉとの関係式である。
　　　１／Ｔｇ＝Σ（Ｗｉ／Ｔｇｉ）
　なお、上記Ｆｏｘの式において、Ｔｇは共重合体のガラス転移温度（単位：Ｋ）、Ｗｉ
は該共重合体におけるモノマーｉの重量分率（重量基準の共重合割合）、Ｔｇｉはモノマ
ーｉのホモポリマーのガラス転移温度（単位：Ｋ）を表す。
【００５１】
　Ｔｇの算出に使用するホモポリマーのガラス転移温度としては、公知資料に記載の値を
用いるものとする。例えば、以下に挙げるモノマーについては、該モノマーのホモポリマ
ーのガラス転移温度として、以下の値を使用する。
　　２－エチルヘキシルアクリレート　　－７０℃
　　ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　－５５℃
　　エチルアクリレート　　　　　　　　－２２℃
　　メチルアクリレート　　　　　　　　　　８℃
　　メチルメタクリレート　　　　　　　１０５℃
　　２－ヒドロキシエチルアクリレート　－１５℃
　　４－ヒドロキシブチルアクリレート　－４０℃
　　酢酸ビニル　　　　　　　　　　　　　３２℃
　　スチレン　　　　　　　　　　　　　１００℃
　　アクリル酸　　　　　　　　　　　　１０６℃
　　メタクリル酸　　　　　　　　　　　２２８℃
【００５２】
　上記で例示した以外のモノマーのホモポリマーのガラス転移温度については、「Polyme
r Handbook」（第３版、John Wiley & Sons, Inc., 1989）に記載の数値を用いるものと
する。本文献に複数種類の値が記載されているモノマーについては、最も高い値を採用す
る。
【００５３】
　上記文献にもホモポリマーのガラス転移温度が記載されていないモノマーについては、
以下の測定方法により得られる値を用いるものとする。
　具体的には、温度計、攪拌機、窒素導入管および還流冷却管を備えた反応器に、モノマ
ー１００重量部、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．２重量部および重合溶媒と
して酢酸エチル２００重量部を投入し、窒素ガスを流通させながら１時間攪拌する。この
ようにして重合系内の酸素を除去した後、６３℃に昇温し１０時間反応させる。次いで、
室温まで冷却し、固形分濃度３３重量％のホモポリマー溶液を得る。次いで、このホモポ
リマー溶液を剥離ライナー上に流延塗布し、乾燥して厚さ約２ｍｍの試験サンプル（シー
ト状のホモポリマー）を作製する。この試験サンプルを直径７．９ｍｍの円盤状に打ち抜
き、パラレルプレートで挟み込み、粘弾性試験機（ティー・エイ・インスツルメント・ジ
ャパン社製、機種名「ＡＲＥＳ」）を用いて周波数１Ｈｚのせん断歪みを与えながら、温
度領域－７０℃～１５０℃、５℃／分の昇温速度でせん断モードにより粘弾性を測定し、
ｔａｎδのピークトップ温度に相当する温度をホモポリマーのＴｇとする。
【００５４】
　特に限定するものではないが、被着体や基材フィルムに対する密着性の観点から、アク
リル系ポリマーのＴｇは、凡そ－２５℃以下であることが有利であり、好ましくは凡そ－
３５℃以下、より好ましくは凡そ－４０℃以下である。また、粘着剤層の凝集力の観点か
ら、アクリル系ポリマーのＴｇは、通常は凡そ－７５℃以上であり、好ましくは凡そ－７
０℃以上である。ここに開示される技術は、アクリル系ポリマーのＴｇが凡そ－６５℃以
上凡そ－４０℃以下（例えば、凡そ－６５℃以上凡そ－４５℃以下）である態様で好まし
く実施され得る。好ましい一態様において、アクリル系ポリマーのＴｇは、凡そ－６５℃
以上凡そ－５５℃以下であり得る。アクリル系ポリマーのＴｇは、モノマー組成（すなわ
ち、該ポリマーの合成に使用するモノマーの種類や使用量比）を適宜変えることにより調
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整することができる。
【００５５】
　アクリル系ポリマーを得る方法は特に限定されず、溶液重合法、エマルション重合法、
バルク重合法、懸濁重合法、光重合法等の、アクリル系ポリマーの合成手法として知られ
ている各種の重合方法を適宜採用することができる。例えば、溶液重合法を好ましく採用
し得る。溶液重合を行う際のモノマー供給方法としては、全モノマー原料を一度に供給す
る一括仕込み方式、連続供給（滴下）方式、分割供給（滴下）方式等を適宜採用すること
ができる。重合温度は、使用するモノマーおよび溶媒の種類、重合開始剤の種類等に応じ
て適宜選択することができ、例えば２０℃～１７０℃程度（通常は４０℃～１４０℃程度
）とすることができる。好ましい一態様において、重合温度を凡そ７５℃以下（より好ま
しく凡そ６５℃以下、例えば凡そ４５℃～６５℃程度）とすることができる。
【００５６】
　溶液重合に用いる溶媒（重合溶媒）は、従来公知の有機溶媒から適宜選択することがで
きる。例えば、トルエン、キシレン等の芳香族化合物類（例えば芳香族炭化水素類）；酢
酸エチル、酢酸ブチル等の酢酸エステル類；ヘキサン、シクロヘキサン、メチルシクロヘ
キサン等の脂肪族または脂環式炭化水素類；１，２－ジクロロエタン等のハロゲン化アル
カン類；イソプロピルアルコール等の低級アルコール類（例えば、炭素原子数１～４の一
価アルコール類）；ｔｅｒｔ－ブチルメチルエーテル等のエーテル類；メチルエチルケト
ン、アセトン等のケトン類；等から選択されるいずれか１種の溶媒、または２種以上の混
合溶媒を用いることができる。
【００５７】
　重合に用いる開始剤は、重合方法の種類に応じて、従来公知の重合開始剤から適宜選択
することができる。例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）等のア
ゾ系重合開始剤の１種または２種以上を好ましく使用し得る。重合開始剤の他の好適例と
して、ベンゾイルパーオキサイド（ＢＰＯ）、過酸化水素等の過酸化物系開始剤が挙げら
れる。その他の重合開始剤としては、過硫酸カリウム等の過硫酸塩；フェニル置換エタン
等の置換エタン系開始剤；芳香族カルボニル化合物；過酸化物と還元剤との組み合わせに
よるレドックス系開始剤；等が挙げられる。このような重合開始剤は、１種を単独でまた
は２種以上を組み合わせて使用することができる。重合開始剤の使用量は、通常の使用量
であればよく、例えば、モノマー成分１００重量部に対して凡そ０．００５～１重量部程
度（通常は凡そ０．０１～１重量部程度）の範囲から選択することができる。
【００５８】
　上記溶液重合によると、アクリル系ポリマーが有機溶媒に溶解した形態の重合反応液が
得られる。ここに開示される技術における粘着剤層は、上記重合反応液または該反応液に
適当な後処理を施して得られたアクリル系ポリマー溶液を含む粘着剤組成物から形成され
たものであり得る。上記アクリル系ポリマー溶液としては、上記重合反応液を必要に応じ
て適当な粘度（濃度）に調製したものを使用し得る。あるいは、溶液重合以外の重合方法
（例えば、エマルション重合、光重合、バルク重合等）でアクリル系ポリマーを合成し、
該アクリル系ポリマーを有機溶媒に溶解させて調製したアクリル系ポリマー溶液を用いて
もよい。
【００５９】
　アクリル系ポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）は、特に限定されず、例えば凡そ１０×
１０４以上５００×１０４以下であり得る。ここでＭｗとは、ＧＰＣ（ゲルパーミエーシ
ョンクロマトグラフィ）により得られた標準ポリスチレン換算の値をいう。ＧＰＣ装置と
しては、例えば機種名「ＨＬＣ－８３２０ＧＰＣ」（カラム：ＴＳＫｇｅｌＧＭＨ－Ｈ（
Ｓ）、東ソー社製）を用いることができる。粘着性能や耐油性の観点から、アクリル系ポ
リマーのＭｗは、凡そ３０×１０４以上２００×１０４以下（より好ましくは凡そ４５×
１０４以上１５０×１０４以下、例えば凡そ６５×１０４以上１５０×１０４以下）の範
囲にあることが好ましい。好ましい一態様において、アクリル系ポリマーのＭｗは、凡そ
７５×１０４以上凡そ１４０×１０４以下（例えば、凡そ９０×１０４以上凡そ１４０×
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１０４以下）であり得る。
【００６０】
　（架橋剤）
　粘着剤層の形成に用いられる粘着剤組成物（好ましくは溶剤型粘着剤組成物）は、任意
成分として、架橋剤を含有することが好ましい。ここに開示される技術における粘着剤層
は、上記架橋剤を、架橋反応後の形態、架橋反応前の形態、部分的に架橋反応した形態、
これらの中間的または複合的な形態等で含有し得る。上記架橋剤は、通常、専ら架橋反応
後の形態で粘着剤層に含まれている。
【００６１】
　架橋剤の種類は特に制限されず、従来公知の架橋剤から適宜選択して用いることができ
る。そのような架橋剤としては、例えば、イソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤、
オキサゾリン系架橋剤、アジリジン系架橋剤、メラミン系架橋剤、カルボジイミド系架橋
剤、ヒドラジン系架橋剤、アミン系架橋剤、過酸化物系架橋剤、金属キレート系架橋剤、
金属アルコキシド系架橋剤、金属塩系架橋剤等が挙げられる。架橋剤は、１種を単独でま
たは２種以上を組み合わせて用いることができる。使用する架橋剤の種類および量は、例
えば、ここに開示される好ましいオレイン酸浸透量を示す粘着剤層が形成されるように設
定することができる。ここに開示される技術において好ましく使用し得る架橋剤として、
イソシアネート系架橋剤およびエポキシ系架橋剤が例示される。
【００６２】
　イソシアネート系架橋剤としては、多官能イソシアネート（１分子当たり平均２個以上
のイソシアネート基を有する化合物をいい、イソシアヌレート構造を有するものを包含す
る。）が好ましく使用され得る。イソシアネート系架橋剤は、１種を単独でまたは２種以
上を組み合わせて用いることができる。
【００６３】
　多官能イソシアネートの例として、脂肪族ポリイソシアネート類、脂環族ポリイソシア
ネート類、芳香族ポリイソシアネート類等が挙げられる。
　脂肪族ポリイソシアネート類の具体例としては、１，２－エチレンジイソシアネート；
１，２－テトラメチレンジイソシアネート、１，３－テトラメチレンジイソシアネート、
１，４－テトラメチレンジイソシアネート等のテトラメチレンジイソシアネート；１，２
－ヘキサメチレンジイソシアネート、１，３－ヘキサメチレンジイソシアネート、１，４
－ヘキサメチレンジイソシアネート、１，５－ヘキサメチレンジイソシアネート、１，６
－ヘキサメチレンジイソシアネート、２，５－ヘキサメチレンジイソシアネート等のヘキ
サメチレンジイソシアネート；２－メチル－１，５－ペンタンジイソシアネート、３－メ
チル－１，５－ペンタンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、等が挙げられる。
【００６４】
　脂環族ポリイソシアネート類の具体例としては、イソホロンジイソシアネート；１，２
－シクロヘキシルジイソシアネート、１，３－シクロヘキシルジイソシアネート、１，４
－シクロヘキシルジイソシアネート等のシクロヘキシルジイソシアネート；１，２－シク
ロペンチルジイソシアネート、１，３－シクロペンチルジイソシアネート等のシクロペン
チルジイソシアネート；水素添加キシリレンジイソシアネート、水素添加トリレンジイソ
シアネート、水素添加ジフェニルメタンジイソシアネート、水素添加テトラメチルキシレ
ンジイソシアネート、４，４’－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、等が挙げら
れる。
【００６５】
　芳香族ポリイソシアネート類の具体例としては、２，４－トリレンジイソシアネート、
２，６－トリレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、２
，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，２’－ジフェニルメタンジイソシアネ
ート、４，４’－ジフェニルエーテルジイソシアネート、２－ニトロジフェニル－４，４
’－ジイソシアネート、２，２’－ジフェニルプロパン－４，４’－ジイソシアネート、
３，３’－ジメチルジフェニルメタン－４，４’－ジイソシアネート、４，４’－ジフェ
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ニルプロパンジイソシアネート、ｍ－フェニレンジイソシアネート、ｐ－フェニレンジイ
ソシアネート、ナフチレン－１，４－ジイソシアネート、ナフチレン－１，５－ジイソシ
アネート、３，３’－ジメトキシジフェニル－４，４’－ジイソシアネート、キシリレン
－１，４－ジイソシアネート、キシリレン－１，３－ジイソシアネート等が挙げられる。
【００６６】
　好ましい多官能イソシアネートとして、１分子当たり平均して３個以上のイソシアネー
ト基を有する多官能イソシアネートが例示される。かかる３官能以上のイソシアネートは
、２官能または３官能以上のイソシアネートの多量体（例えば、２量体または３量体）、
誘導体（例えば、多価アルコールと２分子以上の多官能イソシアネートとの付加反応生成
物）、重合物等であり得る。例えば、ジフェニルメタンジイソシアネートの２量体や３量
体、ヘキサメチレンジイソシアネートのイソシアヌレート体（イソシアヌレート構造の３
量体付加物）、トリメチロールプロパンとトリレンジイソシアネートとの反応生成物、ト
リメチロールプロパンとヘキサメチレンジイソシアネートとの反応生成物、ポリメチレン
ポリフェニルイソシアネート、ポリエーテルポリイソシアネート、ポリエステルポリイソ
シアネート、等の多官能イソシアネートが挙げられる。かかる多官能イソシアネートの市
販品としては、旭化成ケミカルズ社製の商品名「デュラネートＴＰＡ－１００」、東ソー
社製の商品名「コロネートＬ」、同「コロネートＨＬ」、同「コロネートＨＫ」、同「コ
ロネートＨＸ」、同「コロネート２０９６」等が挙げられる。
【００６７】
　イソシアネート系架橋剤を使用する態様において、その使用量は特に限定されない。イ
ソシアネート系架橋剤の使用量は、例えば、アクリル系ポリマー１００重量部に対して、
凡そ０．５重量部以上凡そ１０重量部以下とすることができる。ここに開示される好まし
いオレイン酸浸透量を得る観点から、アクリル系ポリマー１００重量部に対するイソシア
ネート系架橋剤の使用量は、通常、凡そ１重量部以上とすることが適当であり、凡そ１．
５重量部以上とすることが好ましい。また、アクリル系ポリマー１００重量部に対するイ
ソシアネート系架橋剤の使用量は、通常、凡そ８重量部以下とすることが適当であり、凡
そ５重量部以下（例えば凡そ４重量部未満）とすることが好ましい。
【００６８】
　エポキシ系架橋剤としては、１分子中に２個以上のエポキシ基を有する化合物を特に制
限なく用いることができる。１分子中に３～５個のエポキシ基を有するエポキシ系架橋剤
が好ましい。エポキシ系架橋剤は、１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
【００６９】
　特に限定するものではないが、エポキシ系架橋剤の具体例として、例えばＮ，Ｎ，Ｎ’
，Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジ
ルアミノメチル）シクロヘキサン、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、ポ
リエチレングリコールジグリシジルエーテル、ポリグリセロールポリグリシジルエーテル
等が挙げられる。エポキシ系架橋剤の市販品としては、三菱ガス化学社製の商品名「ＴＥ
ＴＲＡＤ－Ｃ」および商品名「ＴＥＴＲＡＤ－Ｘ」、ＤＩＣ社製の商品名「エピクロンＣ
Ｒ－５Ｌ」、ナガセケムテックス社製の商品名「デナコールＥＸ－５１２」、日産化学工
業社製の商品名「ＴＥＰＩＣ－Ｇ」等が挙げられる。
【００７０】
　エポキシ系架橋剤を使用する態様において、その使用量は特に限定されない。エポキシ
系架橋剤の使用量は、例えば、アクリル系ポリマー１００重量部に対して、０重量部を超
えて凡そ１重量部以下（好ましくは凡そ０．００１～０．５重量部）とすることができる
。凝集力の向上効果を好適に発揮する観点から、通常、エポキシ系架橋剤の使用量は、ア
クリル系ポリマー１００重量部に対して凡そ０．００２重量部以上とすることが適当であ
り、凡そ０．００５重量部以上が好ましく、凡そ０．００８重量部以上がより好ましい。
また、過度の架橋によるオレイン酸浸透量の不足を避ける観点から、通常、エポキシ系架
橋剤の使用量は、アクリル系ポリマー１００重量部に対して凡そ０．２重量部以下とする
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ことが適当であり、凡そ０．１重量部以下とすることが好ましく、凡そ０．０５重量部未
満とすることがより好ましい。
【００７１】
　ここに開示される技術は、架橋剤として少なくともイソシアネート系架橋剤を使用する
態様で好ましく実施され得る。かかる態様の例には、イソシアネート系架橋剤を単独で使
用する態様と、イソシアネート系架橋剤と他の架橋剤とを組み合わせて使用する態様とが
含まれる。後述する基材フィルムの少なくとも一方の表面に粘着剤層を有する形態の粘着
シートでは、該基材フィルムに対する投錨性向上の観点から、イソシアネート系架橋剤を
用いることが特に有意義である。
【００７２】
　イソシアネート系架橋剤と組み合わせて使用する架橋剤の一好適例として、エポキシ系
架橋剤が挙げられる。エポキシ系架橋剤とイソシアネート系架橋剤とを組み合わせて用い
ることにより、ここに開示される好ましいオレイン酸浸透量が好適に実現され得る。また
、基材フィルム（支持基材）に対する密着性を確保しつつ、粘着剤層の凝集力をさらに向
上させ得る。
【００７３】
　エポキシ系架橋剤とイソシアネート系架橋剤とを含む態様において、エポキシ系架橋剤
の含有量とイソシアネート系架橋剤の含有量との関係は特に限定されない。エポキシ系架
橋剤の含有量は、例えば、イソシアネート系架橋剤の含有量の凡そ１／２０以下とするこ
とができる。被着体および基材フィルムに対する密着性と凝集力とをより好適に両立する
観点から、エポキシ系架橋剤の含有量は、イソシアネート系架橋剤の含有量の凡そ１／３
０以下とすることが適当であり、凡そ１／４０以下（例えば１／５０以下）とすることが
好ましい。また、エポキシ系架橋剤とイソシアネート系架橋剤とを組み合わせて用いるこ
とによる効果を好適に発揮する観点から、通常、エポキシ系架橋剤の含有量は、イソシア
ネート系架橋剤の含有量の凡そ１／１０００以上、例えば凡そ１／５００以上とすること
が適当である。
【００７４】
　（粘着付与樹脂）
　上記粘着付与樹脂としては、フェノール系粘着付与樹脂、テルペン系粘着付与樹脂、変
性テルペン系粘着付与樹脂、ロジン系粘着付与樹脂、炭化水素系粘着付与樹脂、エポキシ
系粘着付与樹脂、ポリアミド系粘着付与樹脂、エラストマー系粘着付与樹脂、ケトン系粘
着付与樹脂等の、公知の各種粘着付与樹脂から選択される１種または２種以上を用いるこ
とができる。粘着付与樹脂の使用により、被着体に対する粘着剤層の密着性を改善し、粘
着シートの外縁から接着界面への油分浸入を効果的に抑制し得る。例えば、上述したオレ
イン酸浸透性評価におけるオレイン酸の浸透距離を短縮し得る。使用する粘着付与樹脂の
種類および量は、例えば、ここに開示される好ましいオレイン酸浸透量および表面自由エ
ネルギーγを満たす粘着剤層が形成されるように設定することができる。
【００７５】
　フェノール系粘着付与樹脂の例には、テルペンフェノール樹脂、水素添加テルペンフェ
ノール樹脂、アルキルフェノール樹脂およびロジンフェノール樹脂が含まれる。
　テルペンフェノール樹脂とは、テルペン残基およびフェノール残基を含むポリマーを指
し、テルペン類とフェノール化合物との共重合体（テルペン－フェノール共重合体樹脂）
と、テルペン類またはその単独重合体もしくは共重合体をフェノール変性したもの（フェ
ノール変性テルペン樹脂）との双方を包含する概念である。このようなテルペンフェノー
ル樹脂を構成するテルペン類の好適例としては、α－ピネン、β－ピネン、リモネン（ｄ
体、ｌ体およびｄ／ｌ体（ジペンテン）を包含する。）等のモノテルペン類が挙げられる
。水素添加テルペンフェノール樹脂とは、このようなテルペンフェノール樹脂を水素化し
た構造を有する水素添加テルペンフェノール樹脂をいう。水添テルペンフェノール樹脂と
称されることもある。
　アルキルフェノール樹脂は、アルキルフェノールとホルムアルデヒドから得られる樹脂



(17) JP 6849533 B2 2021.3.24

10

20

30

40

50

（油性フェノール樹脂）である。アルキルフェノール樹脂の例としては、ノボラックタイ
プおよびレゾールタイプのものが挙げられる。
　ロジンフェノール樹脂は、典型的には、ロジン類または上記の各種ロジン誘導体（ロジ
ンエステル類、不飽和脂肪酸変性ロジン類および不飽和脂肪酸変性ロジンエステル類を包
含する。）のフェノール変性物である。ロジンフェノール樹脂の例には、ロジン類または
上記の各種ロジン誘導体にフェノールを酸触媒で付加させ熱重合する方法等により得られ
るロジンフェノール樹脂が含まれる。
　これらのフェノール系粘着付与樹脂のうち、テルペンフェノール樹脂、水素添加テルペ
ンフェノール樹脂およびアルキルフェノール樹脂が好ましく、テルペンフェノール樹脂お
よび水素添加テルペンフェノール樹脂がより好ましく、なかでもテルペンフェノール樹脂
が好ましい。
【００７６】
　テルペン系粘着付与樹脂の例には、α－ピネン、β－ピネン、ｄ－リモネン、ｌ－リモ
ネン、ジペンテン等のテルペン類（例えばモノテルペン類）の重合体が含まれる。１種の
テルペン類の単独重合体であってもよく、２種以上のテルペン類の共重合体であってもよ
い。１種のテルペン類の単独重合体としては、α－ピネン重合体、β－ピネン重合体、ジ
ペンテン重合体等が挙げられる。
　変性テルペン樹脂の例としては、上記テルペン樹脂を変性したものが挙げられる。具体
的には、スチレン変性テルペン樹脂、水素添加テルペン樹脂等が例示される。
【００７７】
　ここでいうロジン系粘着付与樹脂の概念には、ロジン類およびロジン誘導体樹脂の双方
が包含される。ロジン類の例には、ガムロジン、ウッドロジン、トール油ロジン等の未変
性ロジン（生ロジン）；これらの未変性ロジンを水素添加、不均化、重合等により変性し
た変性ロジン（水素添加ロジン、不均化ロジン、重合ロジン、その他の化学的に修飾され
たロジン等）；が含まれる。
【００７８】
　ロジン誘導体樹脂は、典型的には上記のようなロジン類の誘導体である。ここでいうロ
ジン系樹脂の概念には、未変性ロジンの誘導体および変性ロジン（水素添加ロジン、不均
化ロジンおよび重合ロジンを包含する。）の誘導体が包含される。例えば、未変性ロジン
とアルコール類とのエステルである未変性ロジンエステルや、変性ロジンとアルコール類
とのエステルである変性ロジンエステル等のロジンエステル類；例えば、ロジン類を不飽
和脂肪酸で変性した不飽和脂肪酸変性ロジン類；例えば、ロジンエステル類を不飽和脂肪
酸で変性した不飽和脂肪酸変性ロジンエステル類；例えば、ロジン類または上記の各種ロ
ジン誘導体（ロジンエステル類、不飽和脂肪酸変性ロジン類および不飽和脂肪酸変性ロジ
ンエステル類を包含する。）のカルボキシ基を還元処理したロジンアルコール類；例えば
、ロジン類または上記の各種ロジン誘導体の金属塩；等が挙げられる。ロジンエステル類
の具体例としては、未変性ロジンまたは変性ロジン（水素添加ロジン、不均化ロジン、重
合ロジン等）のメチルエステル、トリエチレングリコールエステル、グリセリンエステル
、ペンタエリスリトールエステル等が挙げられる。
【００７９】
　炭化水素系粘着付与樹脂の例としては、脂肪族系炭化水素樹脂、芳香族系炭化水素樹脂
、脂肪族系環状炭化水素樹脂、脂肪族・芳香族系石油樹脂（スチレン－オレフィン系共重
合体等）、脂肪族・脂環族系石油樹脂、水素添加炭化水素樹脂、クマロン系樹脂、クマロ
ンインデン系樹脂等の各種の炭化水素系の樹脂が挙げられる。
【００８０】
　粘着付与樹脂の軟化点は特に限定されない。凝集力向上の観点から、一態様において、
軟化点（軟化温度）が凡そ８０℃以上（好ましくは凡そ１００℃以上）である粘着付与樹
脂を好ましく採用し得る。ここに開示される技術は、上記軟化点を有する粘着付与樹脂が
、粘着剤層に含まれる粘着付与樹脂全体のうち５０重量％超（より好ましくは７０重量％
超、例えば９０重量％超）である態様で好ましく実施され得る。例えば、このような軟化
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点を有するフェノール系粘着付与樹脂（テルペンフェノール樹脂等）を好ましく用いるこ
とができる。好ましい一態様において、軟化点が凡そ１３５℃以上（さらには凡そ１４０
℃以上）のテルペンフェノール樹脂を用いることができる。粘着付与樹脂の軟化点の上限
は特に制限されない。被着体や基材フィルムに対する密着性の観点から、一態様において
、軟化点が凡そ２００℃以下（より好ましくは凡そ１８０℃以下）の粘着付与樹脂を好ま
しく使用し得る。なお、粘着付与樹脂の軟化点は、ＪＩＳ　Ｋ２２０７に規定する軟化点
試験方法（環球法）に基づいて測定することができる。
【００８１】
　粘着付与樹脂を使用する態様において、該粘着付与樹脂の含有量は特に限定されない。
粘着付与樹脂の含有量は、例えば、アクリル系ポリマー１００重量部に対して凡そ５重量
部以上とすることができ、凡そ８重量部以上（例えば凡そ１０重量部以上）としてもよい
。ここに開示される技術は、アクリル系ポリマー１００重量部に対する粘着付与樹脂の含
有量が凡そ１５重量部以上（例えば２５重量部以上）である態様でも好ましく実施され得
る。粘着付与樹脂の含有量の上限は特に限定されない。アクリル系ポリマーとの相溶性や
初期接着性の観点から、一態様において、通常、アクリル系ポリマー１００重量部に対す
る粘着付与樹脂の含有量は、凡そ７０重量部以下とすることが適当であり、凡そ５５重量
部以下とすることが好ましく、凡そ４５重量部以下（例えば凡そ４０重量部以下）とする
ことがより好ましい。
【００８２】
　粘着付与樹脂を使用する態様において、粘着付与樹脂の総量の５０重量％以下は、ロジ
ン系粘着付与樹脂以外の粘着付与樹脂から選択することが好ましい。粘着付与樹脂の総量
に占めるロジン系粘着付与樹脂の割合は、２５重量％以下とすることが好ましく、１０重
量％以下（例えば５重量％未満）とすることがより好ましい。
　また、ロジン系粘着付与樹脂の使用量は、アクリル系ポリマー１００重量部に対して凡
そ１０重量部未満とすることが好ましく、５重量部未満とすることがより好ましい。ロジ
ン系粘着付与樹脂の使用は、その種類と使用量によっては、オレイン酸浸透量を過度に上
昇させる要因となりやすい。また、ロジン系粘着付与樹脂の使用により表面自由エネルギ
ーγも上昇する傾向にある。アクリル系ポリマー１００重量部に対するロジン系粘着付与
樹脂の使用量を１０重量部未満に制限することにより、オレイン酸浸透量および表面自由
エネルギーγが好適な範囲にある粘着剤層が得られやすくなる。ここに開示される技術は
、粘着剤層が実質的にロジン系粘着付与樹脂を含まない態様でも好ましく実施され得る。
【００８３】
　好ましい一態様として、上記粘着付与樹脂が１種または２種以上のフェノール系粘着付
与樹脂（例えばテルペンフェノール樹脂）を含む態様が挙げられる。フェノール系粘着付
与樹脂は、例えばロジン系粘着付与樹脂に比べて油に対する親和性が低い傾向にある。し
たがって、フェノール系粘着付与樹脂の使用により、オレイン酸浸透量の過度な上昇を抑
えつつ、被着体に対する粘着剤層の密着性を改善する効果（例えば、浸透距離を短縮する
効果）が発揮され得る。ここに開示される技術は、例えば、粘着付与樹脂の総量の凡そ２
５重量％以上（より好ましくは凡そ３０重量％以上）がテルペンフェノール樹脂である態
様で好ましく実施され得る。粘着付与樹脂の総量の凡そ５０重量％以上がテルペンフェノ
ール樹脂であってもよく、凡そ８０重量％以上（例えば凡そ９０重量％以上）がテルペン
フェノール樹脂であってもよい。粘着付与樹脂の実質的に全部（例えば凡そ９５重量％以
上１００重量％以下、さらには凡そ９９重量％以上１００重量％以下）がテルペンフェノ
ール樹脂であってもよい。フェノール系粘着付与樹脂（例えばテルペンフェノール樹脂）
の含有量は、アクリル系ポリマー１００重量部に対して、凡そ５重量部以上凡そ４５重量
部以下（例えば、凡そ５重量部以上凡そ４０重量部以下）とすることが適当であり、凡そ
８重量部以上凡そ３５重量部以下とすることが好ましい。
【００８４】
　特に限定するものではないが、ここに開示される技術における粘着付与樹脂として、水
酸基価が３０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満（例えば２０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満）の粘着付与樹脂を用
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いることができる。以下、水酸基価が３０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満の粘着付与樹脂を「低水酸
基価樹脂」ということがある。低水酸基価樹脂の水酸基価は、凡そ１５ｍｇＫＯＨ／ｇ以
下であってもよく、凡そ１０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であってもよい。低水酸基価樹脂の水酸
基価の下限は特に限定されず、実質的に０ｍｇＫＯＨ／ｇであってもよい。このような低
水酸基価樹脂（例えばテルペンフェノール樹脂）は、例えば、Ｃ７－１０アルキル（メタ
）アクリレートを主モノマーとするアクリル系ポリマーとの組み合わせにおいて好ましく
用いられて、被着体に対する粘着剤層の密着性を改善する効果（例えば、浸透距離を短縮
する効果）を良好に発揮し得る。
【００８５】
　特に限定するものではないが、ここに開示される技術における粘着付与樹脂として、水
酸基価が３０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上の粘着付与樹脂を用いることができる。以下、水酸基価
が３０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上の粘着付与樹脂を「高水酸基価樹脂」ということがある。高水
酸基価樹脂の水酸基価の上限は特に限定されない。アクリル系ポリマーとの相溶性等の観
点から、高水酸基価樹脂の水酸基価は、通常、凡そ２００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下が適当であ
り、好ましくは凡そ１８０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、より好ましくは凡そ１６０ｍｇＫＯＨ／
ｇ以下、さらに好ましくは凡そ１４０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である。このような高水酸基価
樹脂（例えばテルペンフェノール樹脂）を含む粘着付与樹脂は、例えば、Ｃ１－６アルキ
ル（メタ）アクリレートを主モノマーとするアクリル系ポリマーとの組み合わせにおいて
好ましく用いられて、被着体に対する粘着剤層の密着性を改善する効果（例えば、浸透距
離を短縮する効果）を良好に発揮し得る。
【００８６】
　ここで、上記水酸基価の値としては、ＪＩＳ　Ｋ００７０：１９９２に規定する電位差
滴定法により測定される値を採用することができる。具体的な測定方法は以下に示すとお
りである。
　　［水酸基価の測定方法］
１．試薬
（１）アセチル化試薬としては、無水酢酸約１２．５ｇ（約１１．８ｍＬ）を取り、これ
にピリジンを加えて全量を５０ｍＬにし、充分に攪拌したものを使用する。または、無水
酢酸約２５ｇ（約２３．５ｍＬ）を取り、これにピリジンを加えて全量を１００ｍＬにし
、充分に攪拌したものを使用する。
（２）測定試薬としては、０．５ｍｏｌ／Ｌ水酸化カリウムエタノール溶液を使用する。
（３）その他、トルエン、ピリジン、エタノールおよび蒸留水を準備する。
２．操作
（１）平底フラスコに試料約２ｇを精秤採取し、アセチル化試薬５ｍＬおよびピリジン１
０ｍＬを加え、空気冷却管を装着する。
（２）上記フラスコを１００℃の浴中で７０分間加熱した後、放冷し、冷却管の上部から
溶剤としてトルエン３５ｍＬを加えて攪拌した後、蒸留水１ｍＬを加えて攪拌することに
より無水酢酸を分解する。分解を完全にするため再度浴中で１０分間加熱し、放冷する。
（３）エタノール５ｍＬで冷却管を洗い、取り外す。次いで、溶剤としてピリジン５０ｍ
Ｌを加えて攪拌する。
（４）０．５ｍｏｌ／Ｌ水酸化カリウムエタノール溶液を、ホールピペットを用いて２５
ｍＬ加える。
（５）０．５ｍｏｌ／Ｌ水酸化カリウムエタノール溶液で電位差滴定を行う。得られた滴
定曲線の変曲点を終点とする。
（６）空試験は、試料を入れないで上記（１）～（５）を行う。
３．計算
　以下の式により水酸基価を算出する。
　　　水酸基価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）＝［（Ｂ－Ｃ）×ｆ×２８．０５］／Ｓ＋Ｄ
　ここで、
　Ｂ：　空試験に用いた０．５ｍｏｌ／Ｌ水酸化カリウムエタノール溶液の量（ｍＬ）、
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　Ｃ：　試料に用いた０．５ｍｏｌ／Ｌ水酸化カリウムエタノール溶液の量（ｍＬ）、
　ｆ：　０．５ｍｏｌ／Ｌ水酸化カリウムエタノール溶液のファクター、
　Ｓ：　試料の重量（ｇ）、
　Ｄ：　酸価、
　２８．０５：　水酸化カリウムの分子量５６．１１の１／２、
である。
【００８７】
　低水酸基価樹脂および高水酸基価樹脂としては、上述した各種の粘着付与樹脂のうち該
当する水酸基価を有するものを用いることができる。低水酸基価樹脂および高水酸基価樹
脂は、それぞれ、１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。例え
ば、低水酸基価樹脂として、水酸基価が３０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満のフェノール系粘着付与
樹脂を好ましく採用し得る。また、例えば、高水酸基価樹脂として、水酸基価が３０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ以上のフェノール系粘着付与樹脂を好ましく採用し得る。なかでもテルペンフ
ェノール樹脂が好ましい。テルペンフェノール樹脂は、フェノールの共重合割合によって
水酸基価を任意にコントロールすることができるので好都合である。
【００８８】
　（その他の添加剤）
　粘着剤組成物には、上述した各成分以外に、必要に応じてレベリング剤、架橋助剤、可
塑剤、軟化剤、帯電防止剤、老化防止剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、光安定剤等の、粘
着剤の分野において一般的な各種の添加剤が含まれていてもよい。このような各種添加剤
については、従来公知のものを常法により使用することができ、特に本発明を特徴づける
ものではないので、詳細な説明は省略する。
【００８９】
　ここに開示される粘着剤層は、水系粘着剤組成物、溶剤型粘着剤組成物、ホットメルト
型粘着剤組成物、活性エネルギー線硬化型粘着剤組成物から形成された粘着剤層であり得
る。水系粘着剤組成物とは、水を主成分とする溶媒（水系溶媒）中に粘着剤（粘着剤層形
成成分）を含む形態の粘着剤組成物のことをいい、典型的には、水分散型粘着剤組成物（
粘着剤の少なくとも一部が水に分散した形態の組成物）等と称されるものが含まれる。ま
た、溶剤型粘着剤組成物とは、有機溶媒中に粘着剤を含む形態の粘着剤組成物のことをい
う。ここに開示される技術は、粘着特性等の観点から、溶剤型粘着剤組成物から形成され
た粘着剤層を備える態様で特に好ましく実施され得る。
【００９０】
　ここに開示される粘着剤層は、従来公知の方法によって形成することができる。例えば
、非剥離性の基材に粘着剤組成物を直接付与（典型的には塗布）して乾燥させることによ
り粘着剤層を形成する方法（直接法）を採用することができる。また、剥離性を有する表
面（剥離面）に粘着剤組成物を付与して乾燥させることにより該表面上に粘着剤層を形成
し、その粘着剤層を非剥離性の基材に転写する方法（転写法）を採用してもよい。生産性
の観点から、転写法が好ましい。上記剥離面としては、剥離ライナーの表面や、剥離処理
された基材背面等を利用し得る。なお、ここに開示される粘着剤層は典型的には連続的に
形成されるが、このような形態に限定されるものではなく、例えば点状、ストライプ状等
の規則的あるいはランダムなパターンに形成された粘着剤層であってもよい。
【００９１】
　粘着剤組成物の塗布は、例えば、グラビアロールコーター、ダイコーター、バーコータ
ー等の、従来公知のコーターを用いて行うことができる。あるいは、含浸やカーテンコー
ト法等により粘着剤組成物を塗布してもよい。
　架橋反応の促進、製造効率向上等の観点から、粘着剤組成物の乾燥は加熱下で行うこと
が好ましい。乾燥温度は、例えば４０～１５０℃程度とすることができ、通常は６０～１
３０℃程度とすることが好ましい。粘着剤組成物を乾燥させた後、さらに、粘着剤層内に
おける成分移行の調整、架橋反応の進行、基材フィルムや粘着剤層内に存在し得る歪の緩
和等を目的としてエージングを行ってもよい。
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【００９２】
　粘着剤層の厚さは特に制限されない。粘着シートが過度に厚くなることを避ける観点か
ら、粘着剤層の厚さは、通常、凡そ１００μｍ以下が適当であり、好ましくは凡そ７０μ
ｍ以下、より好ましくは凡そ５０μｍ以下、さらに好ましくは凡そ３０μｍ以下である。
好ましい一態様に係る粘着シートでは、粘着剤層の厚さが凡そ２５μｍ以下（通常は２５
μｍ未満、より好ましくは凡そ２２μｍ以下、例えば凡そ２０μｍ以下）である。このよ
うに粘着剤層の厚さが比較的小さい粘着シートにおいては、該粘着シートの面積当たりの
粘着剤量が少ないため、粘着剤層のオレイン酸浸透量を所定以上とすることが特に効果的
である。粘着剤層の厚さの下限は特に制限されないが、被着体に対する密着性の観点から
は、凡そ４μｍ以上とすることが有利であり、好ましくは凡そ６μｍ以上、より好ましく
は凡そ１０μｍ以上（例えば凡そ１５μｍ以上）である。
　ここに開示される技術は、例えば、厚さが凡そ１０μｍ以上凡そ２５μｍ以下（好まし
くは凡そ１５μｍ以上凡そ２２μｍ以下）の粘着剤層を備える粘着シートの形態で好適に
実施され得る。かかる厚さの粘着剤層を基材の両面に有する粘着シートが好ましい。
【００９３】
　（ゲル分率）
　特に限定するものではないが、ここに開示される粘着剤層のゲル分率は、重量基準で、
例えば２０％以上とすることができ、通常は３０％以上とすることが適当であり、３５％
以上が好ましい。粘着剤層のゲル分率を適度な範囲で高くすることにより、ここに開示さ
れる適切なオレイン酸浸透量が実現されやすくなる傾向にある。一方、ゲル分率が高すぎ
るとオレイン酸浸透量が不足しがちとなることがあり得る。かかる観点から、粘着剤層の
ゲル分率は、９０％以下が好ましく、８０％以下がより好ましく、７０％以下（例えば６
５％以下）がさらに好ましい。
【００９４】
　ここで「粘着剤層のゲル分率」とは、次の方法により測定される値をいう。該ゲル分率
は、粘着剤層のうち酢酸エチル不溶分の重量割合として把握され得る。
【００９５】
　　［ゲル分率測定方法］
　約０．１ｇの粘着剤サンプル（重量Ｗg1）を平均孔径０．２μｍの多孔質ポリテトラフ
ルオロエチレン膜（重量Ｗg2）で巾着状に包み、口をタコ糸（重量Ｗg3）で縛る。上記多
孔質ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）膜としては、日東電工株式会社から入手可
能な商品名「ニトフロン（登録商標）ＮＴＦ１１２２」（平均孔径０．２μｍ、気孔率７
５％、厚さ８５μｍ）またはその相当品を使用する。
　この包みを酢酸エチル５０ｍＬに浸し、室温（典型的には２３℃）で７日間保持して粘
着剤層中のゾル成分のみを上記膜外に溶出させた後、上記包みを取り出して外表面に付着
している酢酸エチルを拭き取り、該包みを１３０℃で２時間乾燥させ、該包みの重量（Ｗ
g4）を測定する。粘着剤層のゲル分率ＦＧは、各値を以下の式に代入することにより求め
られる。後述の実施例においても同様の方法が採用される。
　　　　ゲル分率ＦＧ（％）＝［（Ｗg4－Ｗg2－Ｗg3）／Ｗg1］×１００
【００９６】
＜基材＞
　ここに開示される粘着シートが片面粘着タイプまたは両面粘着タイプの基材付き粘着シ
ートの形態である態様において、粘着剤層を支持（裏打ち）する基材としては、樹脂フィ
ルム、紙、布、ゴムシート、発泡体シート、金属箔、これらの複合体等を用いることがで
きる。樹脂フィルムの例としては、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、エ
チレン・プロピレン共重合体等のポリオレフィン製フィルム；ポリエチレンテレフタレー
ト（ＰＥＴ）等のポリエステルフィルム；塩化ビニル樹脂フィルム；酢酸ビニル樹脂フィ
ルム；ポリイミド樹脂フィルム；ポリアミド樹脂フィルム；フッ素樹脂フィルム；セロハ
ン等が挙げられる。紙の例としては、和紙、クラフト紙、グラシン紙、上質紙、合成紙、
トップコート紙等が挙げられる。布の例としては、各種繊維状物質の単独または混紡等に
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よる織布や不織布等が挙げられる。上記繊維状物質としては、綿、スフ、マニラ麻、パル
プ、レーヨン、アセテート繊維、ポリエステル繊維、ポリビニルアルコール繊維、ポリア
ミド繊維、ポリオレフィン繊維等が例示される。ゴムシートの例としては、天然ゴムシー
ト、ブチルゴムシート等が挙げられる。発泡体シートの例としては、発泡ポリウレタンシ
ート、発泡ポリクロロプレンゴムシート等が挙げられる。金属箔の例としては、アルミニ
ウム箔、銅箔等が挙げられる。
【００９７】
　なお、ここでいう不織布は、主として粘着テープその他の粘着シートの分野において使
用される粘着シート用不織布を指す概念であって、典型的には一般的な抄紙機を用いて作
製されるような不織布（いわゆる「紙」と称されることもある。）をいう。また、ここで
いう樹脂フィルムとは、典型的には非多孔質の樹脂シートであって、例えば不織布とは区
別される（すなわち、不織布を含まない）概念である。上記樹脂フィルムは、無延伸フィ
ルム、一軸延伸フィルム、二軸延伸フィルムのいずれであってもよい。また、該基材の粘
着剤層が設けられる面には、下塗り剤の塗布、コロナ放電処理、プラズマ処理等の表面処
理が施されていてもよい。
【００９８】
　ここに開示される技術は、基材フィルム（支持体）の少なくとも一方の表面に上記粘着
剤層を有する形態の基材付き粘着シートの形態で好ましく実施され得る。例えば、基材フ
ィルムの一方の表面および他方の表面に上記粘着剤層を有する基材付き両面粘着シートの
形態で好ましく実施され得る。
【００９９】
　基材フィルムとしては、ベースフィルムとして樹脂フィルムを含むものを好ましく用い
ることができる。上記ベースフィルムは、典型的には、独立して形状維持可能な（非依存
性の）部材である。ここに開示される技術における基材フィルムは、このようなベースフ
ィルムから実質的に構成されたものであり得る。あるいは、上記基材フィルムは、上記ベ
ースフィルムの他に、補助的な層を含むものであってもよい。上記補助的な層の例として
は、上記ベースフィルムの表面に設けられた下塗り層、帯電防止層、着色層等が挙げられ
る。
【０１００】
　上記樹脂フィルムは、樹脂材料を主成分（当該樹脂フィルム中に５０重量％を超えて含
まれる成分）とするフィルムである。樹脂フィルムの例としては、ポリエチレン（ＰＥ）
、ポリプロピレン（ＰＰ）、エチレン・プロピレン共重合体等のポリオレフィン系樹脂フ
ィルム；ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ
）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）等のポリエステル系樹脂フィルム；塩化ビニル
系樹脂フィルム；酢酸ビニル系樹脂フィルム；ポリイミド系樹脂フィルム；ポリアミド系
樹脂フィルム；フッ素樹脂フィルム；セロハン；等が挙げられる。樹脂フィルムは、天然
ゴムフィルム、ブチルゴムフィルム等のゴム系フィルムであってもよい。なかでも、ハン
ドリング性、加工性の観点から、ポリエステルフィルムが好ましく、そのなかでもＰＥＴ
フィルムが特に好ましい。なお、本明細書において「樹脂フィルム」とは、典型的には非
多孔質のシートであって、いわゆる不織布や織布とは区別される概念（換言すると、不織
布や織布を除く概念）である。
【０１０１】
　上記樹脂フィルム（例えばＰＥＴフィルム）には、必要に応じて、充填剤（無機充填剤
、有機充填剤等）、着色剤、分散剤（界面活性剤等）、老化防止剤、酸化防止剤、紫外線
吸収剤、帯電防止剤、滑剤、可塑剤等の各種添加剤が配合されていてもよい。各種添加剤
の配合割合は、通常は凡そ３０重量％未満（例えば凡そ２０重量％未満、好ましくは凡そ
１０重量％未満）程度である。
【０１０２】
　上記樹脂フィルムは、単層構造であってもよく、２層、３層またはそれ以上の多層構造
を有するものであってもよい。形状安定性の観点から、樹脂フィルムは単層構造であるこ
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とが好ましい。多層構造の場合、少なくとも一つの層（好ましくは全ての層）は上記樹脂
（例えばポリエステル系樹脂）の連続構造を有する層であることが好ましい。樹脂フィル
ムの製造方法は、従来公知の方法を適宜採用すればよく、特に限定されない。例えば、押
出成形、インフレーション成形、Ｔダイキャスト成形、カレンダーロール成形等の従来公
知の一般的なフィルム成形方法を適宜採用することができる。
【０１０３】
　ここに開示される基材フィルムの厚さは特に限定されない。粘着シートが過度に厚くな
ることを避ける観点から、基材フィルムの厚さは、例えば凡そ２００μｍ以下、好ましく
は凡そ１５０μｍ以下、より好ましくは凡そ１００μｍ以下とすることができる。粘着シ
ートの使用目的や使用態様に応じて、基材フィルムの厚さは、凡そ７０μｍ以下であって
よく、凡そ５０μｍ以下でもよく、凡そ３０μｍ以下（例えば凡そ２５μｍ以下）でもよ
い。一態様において、基材フィルムの厚さは、凡そ２０μｍ以下であってよく、凡そ１５
μｍ以下でもよく、凡そ１０μｍ以下（例えば凡そ５μｍ以下）でもよい。基材フィルム
の厚さを小さくすることにより、粘着シートの総厚さが同じであっても粘着剤層の厚さを
より大きくすることができる。このことは、基材との密着性向上の観点から有利となり得
る。基材フィルムの厚さの下限は特に制限されない。粘着シートの取扱い性（ハンドリン
グ性）や加工性等の観点から、基材フィルムの厚さは、通常は凡そ０．５μｍ以上（例え
ば１μｍ以上）、好ましくは凡そ２μｍ以上、例えば凡そ４μｍ以上である。一態様にお
いて、基材フィルムの厚さは、凡そ６μｍ以上とすることができ、凡そ８μｍ以上でもよ
く、凡そ１０μｍ以上（例えば１０μｍ超）でもよい。
【０１０４】
　基材フィルムの表面には、コロナ放電処理、プラズマ処理、紫外線照射処理、酸処理、
アルカリ処理、下塗り剤の塗布等の、従来公知の表面処理が施されていてもよい。このよ
うな表面処理は、基材フィルムと粘着剤層との密着性、言い換えると粘着剤層の基材フィ
ルムへの投錨性を向上させるための処理であり得る。
【０１０５】
＜剥離ライナー＞
　ここに開示される技術において、粘着剤層の形成、粘着シートの作製、使用前の粘着シ
ートの保存、流通、形状加工等の際に、剥離ライナーを用いることができる。剥離ライナ
ーとしては、特に限定されず、例えば、樹脂フィルムや紙等のライナー基材の表面に剥離
処理層を有する剥離ライナーや、フッ素系ポリマー（ポリテトラフルオロエチレン等）や
ポリオレフィン系樹脂（ポリエチレン、ポリプロピレン等）の低接着性材料からなる剥離
ライナー等を用いることができる。上記剥離処理層は、例えば、シリコーン系、長鎖アル
キル系、フッ素系、硫化モリブデン等の剥離処理剤により上記ライナー基材を表面処理し
て形成されたものであり得る。
【０１０６】
＜粘着シート＞
　ここに開示される粘着シート（剥離ライナーを含まない。）の総厚さは特に限定されな
い。粘着シートの総厚さは、例えば凡そ５００μｍ以下とすることができ、通常は凡そ３
５０μｍ以下が適当であり、凡そ２５０μｍ以下（例えば凡そ２００μｍ以下）が好まし
い。ここに開示される技術は、総厚さが凡そ１５０μｍ以下（より好ましくは凡そ１００
μｍ以下、さらに好ましくは凡そ６０μｍ未満、例えば凡そ５５μｍ以下）の粘着シート
（典型的には両面粘着シート）の形態で好ましく実施され得る。粘着シートの厚さの下限
は特に限定されないが、通常は凡そ１０μｍ以上が適当であり、凡そ２０μｍ以上が好ま
しく、凡そ３０μｍ以上がより好ましい。
【０１０７】
　ここに開示される技術によると、以下の耐油粘着性評価における粘着力維持率が５０％
を超える粘着シートが提供され得る。好ましい一態様に係る粘着シートにおいて、上記粘
着力維持率は６０％以上（例えば６５％以上）であり得る。粘着力維持率の上限は特に限
定されないが、通常は１５０％以下であり、好ましくは１００％以下である。
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【０１０８】
　　［耐油粘着性評価］
　粘着シートを幅１０ｍｍ、長さ１００ｍｍのサイズにカットして試料片を調製する。こ
こで、測定態様の粘着シートが両面粘着シートである場合には、一方の粘着面に厚さ５０
μｍのＰＥＴフィルムを貼付けて裏打ちした後に上記サイズにカットする。
　２３℃、５０％ＲＨの環境下にて、上記試料片の粘着面をステンレス鋼板（ＳＵＳ３０
４ＢＡ板）に圧着して測定サンプルを作製する。上記圧着は、２ｋｇのローラを１往復さ
せることにより行う。上記測定サンプルを、２３℃、５０％ＲＨの環境下に３０分間放置
した後、引張試験機を使用して、ＪＩＳ　Ｚ　０２３７：２０００に準じて、引張速度１
５０ｍｍ／分、剥離角度１８０度の条件で、剥離強度（Ｎ／１０ｍｍ）を測定する。この
値を浸漬前粘着力とする。
　一方、上記と同様にして作製した測定サンプルを、２３℃、５０％ＲＨの環境下に３０
分間放置した後、オレイン酸浴に浸漬し、４０℃、９０％ＲＨの環境下に２週間保持する
。その後、上記測定サンプルをオレイン酸浴から引き上げ、周囲に付着したオレイン酸を
軽く拭き取り、２３℃、５０％ＲＨの環境下に３０分間放置した後、上記浸漬前粘着力と
同様にして剥離強度（Ｎ／１０ｍｍ）を測定する。この値を浸漬後粘着力とする。
　得られた測定値から、以下の式：
　粘着力維持率（％）＝（浸漬後粘着力／浸漬前粘着力）×１００；
により粘着力維持率を算出する。
　なお、引張試験機としては、例えば島津製作所社製の「精密万能試験機　オートグラフ
　ＡＧ－ＩＳ　５０Ｎ」を用いることができる。後述の実施例においても同様の評価方法
が採用される。
【０１０９】
　ここに開示される粘着シートにおいて、上記浸漬前粘着力は特に限定されない。好まし
い一態様に係る粘着シートは、浸漬前粘着力が凡そ３．０Ｎ／１０ｍｍ以上である。この
ような浸漬前粘着力を示す粘着シートは、被着体に対する密着性が高く、したがって粘着
シートの外縁から接着界面への油分の浸入を防止する性能に優れたものとなり得る。浸漬
前粘着力凡そ５．０Ｎ／１０ｍｍ以上（例えば凡そ６．０Ｎ／１０ｍｍ以上）である粘着
シートがより好ましい。被着体に対する密着性は高ければ高いほど良く、したがって浸漬
前粘着力の上限は特に制限されないが、通常は凡そ３０Ｎ／１０ｍｍ以下（例えば凡そ２
０Ｎ／１０ｍｍ以下）が適当である。
【０１１０】
　特に限定するものではないが、上記浸漬後粘着力は、粘着剤のはみ出しを抑制する観点
から１．０Ｎ／１０ｍｍ以上であることが好ましい。上記浸漬後粘着力は、好ましくは凡
そ２．０Ｎ／１０ｍｍ以上、より好ましくは凡そ３．０Ｎ／１０ｍｍ以上、さらに好まし
くは凡そ４．０Ｎ／１０ｍｍ以上（例えば凡そ５．０Ｎ／１０ｍｍ以上、さらには凡そ６
．０Ｎ／１０ｍｍ以上）である。このような浸漬後粘着力を示す粘着シートは、例えば、
油分に接触し得る部材を固定する用途等に好適である。
【０１１１】
＜用途＞
　ここに開示される粘着シートは、油分と接触しても粘着力の低下が少なく、かつ粘着剤
のはみ出しが抑制されている。このような特徴を活かして、上記粘着シートは、油分と接
触し得る各種部材を固定する用途に好ましく用いられ得る。そのような用途の代表例とし
て、各種の携帯機器（ポータブル機器）において部材を固定する用途が挙げられる。例え
ば、携帯電子機器における部材の固定用途に好適である。上記携帯電子機器の非限定的な
例には、携帯電話、スマートフォン、タブレット型パソコン、ノート型パソコン、各種ウ
ェアラブル機器（例えば、腕時計のように手首に装着するリストウェア型、クリップやス
トラップ等で体の一部に装着するモジュラー型、メガネ型（単眼型や両眼型。ヘッドマウ
ント型も含む。）を包含するアイウェア型、シャツや靴下、帽子等に例えばアクセサリの
形態で取り付ける衣服型、イヤホンのように耳に取り付けるイヤウェア型等）、デジタル
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カメラ、デジタルビデオカメラ、音響機器（携帯音楽プレーヤー、ＩＣレコーダー等）、
計算機（電卓等）、携帯ゲーム機器、電子辞書、電子手帳、電子書籍、車載用情報機器、
携帯ラジオ、携帯テレビ、携帯プリンター、携帯スキャナ、携帯モデム等が含まれる。携
帯電子機器以外の携帯機器の非限定的な例には、機械式の腕時計や懐中時計、懐中電灯、
手鏡、定期入れ等が含まれる。なお、この明細書において「携帯」とは、単に携帯するこ
とが可能であるだけでは充分ではなく、個人（標準的な成人）が相対的に容易に持ち運び
可能なレベルの携帯性を有することを意味するものとする。
【０１１２】
　ここに開示される粘着シート（典型的には両面粘着シート）は、種々の外形に加工され
た接合材の形態で、携帯機器を構成する部材の固定に利用され得る。特に好ましい用途と
して、携帯電子機器を構成する部材を固定する用途が挙げられる。なかでも液晶表示装置
を有する携帯電子機器に好ましく使用され得る。例えば、このような携帯電子機器におい
て、表示部（液晶表示装置の表示部であり得る。）または表示部保護部材と筐体とを接合
する用途等に好適である。
【０１１３】
　このような接合材の好ましい形態として、幅４．０ｍｍ以下（例えば２．０ｍｍ以下、
通常は２．０ｍｍ未満）の細幅部を有する形態が挙げられる。ここに開示される粘着シー
トは、耐油性に加えて凝集力にも優れることから、このような細幅部を含む形状（例えば
枠状）の接合材として用いられても、部材を良好に固定することができる。一態様におい
て、上記細幅部の幅は、１．５ｍｍ以下であってもよく、１．０ｍｍ以下であってもよく
、０．５ｍｍ程度またはそれ以下であってもよい。細幅部の幅の下限は特に制限されない
が、粘着シートの取扱い性の観点から、通常は０．１ｍｍ以上（例えば０．２ｍｍ以上）
が適当である。
【０１１４】
　上記細幅部は、典型的には線状である。ここで線状とは、直線状、曲線状、折線状（例
えばＬ字型）等の他、枠状や円状等の環状や、これらの複合的または中間的な形状を包含
する概念である。上記環状とは、曲線により構成されるものに限定されず、例えば四角形
の外周に沿う形状（枠状）や扇型の外周に沿う形状のように、一部または全部が直線状に
形成された環状を包含する概念である。上記細幅部の長さは特に限定されない。例えば、
上記細幅部の長さが１０ｍｍ以上（より好ましくは２０ｍｍ以上、例えば３０ｍｍ以上）
である形態において、ここに開示される技術を適用することの効果が好適に発揮され得る
。
【０１１５】
　この明細書により開示される事項には以下のものが含まれる。
　（１）　アクリル系ポリマーをベースポリマーとする粘着剤により構成された粘着剤層
を備える粘着シートであって、
　上記粘着剤層は、表面自由エネルギーγが凡そ４０ｍＪ／ｍ２未満であり、かつオレイ
ン酸浸透量が凡そ１．５ｇ以上凡そ５．０ｇ以下である、粘着シート。
　（２）　上記粘着剤層のゲル分率が凡そ３０％以上凡そ７０％以下である、上記（１）
に記載の粘着シート。
　（３）　上記粘着剤層は、上記アクリル系ポリマーと架橋剤とを含む粘着剤組成物を用
いて形成されている、上記（１）または（２）に記載の粘着シート。
　（４）　上記架橋剤はイソシアネート系架橋剤を含む、上記（３）に記載の粘着シート
。
　（５）　上記粘着剤層は粘着付与樹脂を含み、該粘着付与樹脂の凡そ５０重量％以上は
ロジン系樹脂以外の粘着付与樹脂である、上記（１）～（４）のいずれかに記載の粘着シ
ート。
【０１１６】
　（６）　上記アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、Ｃ７－１０アルキル（メ
タ）アクリレートを凡そ５０重量％より多く含む、上記（１）～（５）のいずれかに記載
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の粘着シート。
　（７）　上記アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、カルボキシ基含有モノマ
ーを凡そ５重量％より多く含む、上記（６）に記載の粘着シート。
　（８）　上記アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、凡そ７０重量％以上のＣ

７－１０アルキル（メタ）アクリレートと、凡そ７重量％以上凡そ１５重量％以下のカル
ボキシ基含有モノマーとを含む、上記（１）～（７）のいずれかに記載の粘着シート。
　（９）　上記Ｃ７－１０アルキル（メタ）アクリレートは２－エチルヘキシルアクリレ
ート、イソオクチルアクリレートおよびイソノニルアクリレートから選択される１種また
は２種以上であり、上記カルボキシ基含有モノマーは、アクリル酸、メタクリル酸または
これらの組合せである、上記（８）に記載の粘着シート。
　（１０）　上記粘着剤層は粘着付与樹脂を含み、該粘着付与樹脂の凡そ５０重量％以上
はフェノール系粘着付与樹脂（例えばテルペンフェノール樹脂）である、上記（６）～（
９）のいずれかに記載の粘着シート。
　（１１）　上記フェノール系粘着付与樹脂は、水酸基価が凡そ３０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満
のテルペンフェノール樹脂を含む、上記（１０）に記載の粘着シート。
【０１１７】
　（１２）　上記アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、Ｃ１－６アルキル（メ
タ）アクリレートを凡そ５０重量％より多く含む、上記（１）～（５）のいずれか一項に
記載の粘着シート。
　（１３）　上記アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、カルボキシ基含有モノ
マーを凡そ３重量％より多く含む、上記（１２）に記載の粘着シート。
　（１４）　上記Ｃ１－６アルキル（メタ）アクリレートは、ｎ－ブチルアクリレート、
エチルアクリレートおよびメチルアクリレートから選択される１種または２種以上であり
、上記カルボキシ基含有モノマーは、アクリル酸、メタクリル酸またはこれらの組合せで
ある、上記（１３）に記載の粘着シート。
　（１５）　上記粘着剤層は粘着付与樹脂を含み、該粘着付与樹脂の凡そ５０重量％以上
はフェノール系粘着付与樹脂（例えばテルペンフェノール樹脂）である、上記（１２）～
（１４）のいずれかに記載の粘着シート。
　（１６）　上記フェノール系粘着付与樹脂は、水酸基価が凡そ３０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上
のテルペンフェノール樹脂を含む、上記（１５）に記載の粘着シート。
【０１１８】
　（１７）　上記粘着剤層は、有機溶媒中に粘着剤を含む溶剤型粘着剤組成物を用いて形
成されている、上記（１）～（１６）のいずれかに記載の粘着シート。
　（１８）　上記有機溶媒は、トルエンおよび酢酸エチルの少なくとも一方を含む、上記
（１７）に記載の粘着シート。
　（１９）　上記粘着剤層の厚さが凡そ１０μｍ以上凡そ２５μｍ以下である、上記（１
）～（１８）のいずれかに記載の粘着シート。
　（２０）　上記粘着剤層を基材の一方の表面および他方の表面に有する両面粘着シート
として構成されている、上記（１）～（１９）のいずれかに記載の粘着シート。
　（２１）　上記基材は単層構造のＰＥＴフィルムである、上記（２０）に記載の粘着シ
ート。
　（２２）　携帯機器において部材の固定に用いられる、上記（１）～（２１）のいずれ
かに記載の粘着シート。
【０１１９】
　（２３）　上記（１）～（２２）のいずれかに記載の粘着シートを用いて固定されてい
る部材を有する、携帯機器。
　（２４）　上記携帯機器はウェアラブル機器（例えば、リストウェア型のウェララブル
機器）である、上記（２３）に記載の携帯機器。
【実施例】
【０１２０】
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　以下、本発明に関するいくつかの実施例を説明するが、本発明をかかる実施例に示すも
のに限定することを意図したものではない。なお、以下の説明において「部」および「％
」は、特に断りがない限り重量基準である。
【０１２１】
＜アクリル系ポリマー溶液の調製＞
　（アクリル系ポリマーＡ）
　攪拌機、温度計、窒素ガス導入管、還流冷却器および滴下ロートを備えた反応容器に、
モノマー成分としての２ＥＨＡ９０部およびＡＡ１０部と、重合溶媒としての酢酸エチル
１９９部とを仕込み、窒素ガスを導入しながら２時間撹拌した。このようにして重合系内
の酸素を除去した後、重合開始剤として０．２部のベンゾイルパーオキサイドを加え、６
０℃で６時間溶液重合してアクリル系ポリマーＡの溶液を得た。このアクリル系ポリマー
ＡのＭｗは約１２０×１０４であった。
【０１２２】
　（アクリル系ポリマーＢ）
　攪拌機、温度計、窒素ガス導入管、還流冷却器および滴下ロートを備えた反応容器に、
モノマー成分としての２ＥＨＡ１００部、メタクリル酸メチル（ＭＭＡ）２部およびＡＡ
２部と、重合溶媒としてのトルエン１９０部とを仕込み、窒素ガスを導入しながら２時間
撹拌した。このようにして重合系内の酸素を除去した後、重合開始剤として０．３部の２
，２’－アゾビスイソブチロニトリルを加え、６０℃で６時間溶液重合してアクリル系ポ
リマーＢの溶液を得た。このアクリル系ポリマーＢのＭｗは約１００×１０４であった。
【０１２３】
　（アクリル系ポリマーＣ）
　攪拌機、温度計、窒素ガス導入管、還流冷却器および滴下ロートを備えた反応容器に、
モノマー成分としてのＢＡ９５部およびＡＡ５部と、重合溶媒としての酢酸エチル２３３
部とを仕込み、窒素ガスを導入しながら２時間撹拌した。このようにして重合系内の酸素
を除去した後、重合開始剤として０．２部の２，２’－アゾビスイソブチロニトリルを加
え、６０℃で８時間溶液重合してアクリル系ポリマーの溶液を得た。このアクリル系ポリ
マーのＭｗは約７０×１０４であった。
【０１２４】
＜粘着剤組成物の作製＞
　（例１）
　上記アクリル系ポリマーＡの溶液に、該溶液に含まれるアクリル系ポリマーＡ　１００
部に対して２部（不揮発分基準。以下同じ）のイソシアネート系架橋剤（商品名「コロネ
ートＬ」、トリメチロールプロパン／トリレンジイソシアネート３量体付加物の７５％酢
酸エチル溶液、東ソー社製；以下「イソシアネート系架橋剤Ａ」という。）を加え、攪拌
混合して本例に係る粘着剤組成物を調製した。
【０１２５】
　（例２）
　上記アクリル系ポリマーＡの溶液に、該溶液に含まれるアクリル系ポリマーＡ　１００
部に対して２部のイソシアネート系架橋剤Ａと、０．０１部のエポキシ系架橋剤（商品名
「ＴＥＴＲＡＤ－Ｃ」、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）シクロへキ
サン、三菱瓦斯化学社製；以下「エポキシ系架橋剤Ｂ」という。）とを加え、攪拌混合し
て本例に係る粘着剤組成物を調製した。
【０１２６】
　（例３）
　上記アクリル系ポリマーＡの溶液に、該溶液に含まれるアクリル系ポリマーＡ　１００
部に対して２部のイソシアネート系架橋剤Ａと、０．０３５部のエポキシ系架橋剤Ｂと、
１０部のテルペンフェノール樹脂Ａ（商品名「タマノル８０３Ｌ」、荒川化学工業社製、
軟化点約１４５～１６０℃、水酸基価１～２０ｍｇＫＯＨ／ｇ）とを加え、攪拌混合して
本例に係る粘着剤組成物を調製した。
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【０１２７】
　（例４）
　上記アクリル系ポリマーＣの溶液に、該溶液に含まれるアクリル系ポリマーＣ　１００
部に対して２部のイソシアネート系架橋剤Ａを加え、攪拌混合して本例に係る粘着剤組成
物を調製した。
【０１２８】
　（例５）
　アクリル系ポリマーＣ　１００部に対して３０部のテルペンフェノール樹脂Ｂ（ヤスハ
ラケミカル社製、商品名「ＹＳポリスターＳ－１４５」、軟化点約１４５℃、水酸基価７
０～１１０ｍｇＫＯＨ／ｇ）をさらに加えた他は例４と同様にして、本例に係る粘着剤組
成物を調製した。
【０１２９】
　（例６）
　アクリル系ポリマーＣ　１００部に対するテルペンフェノール樹脂Ｂの使用量を４０部
に変更した他は例５と同様にして、本例に係る粘着剤組成物を調製した。
【０１３０】
　（例７）
　上記アクリル系ポリマーＢの溶液に、該溶液に含まれるアクリル系ポリマーＢ　１００
部に対して２部のイソシアネート系架橋剤Ａを加え、攪拌混合して本例に係る粘着剤組成
物を調製した。
【０１３１】
　（例８）
　アクリル系ポリマーＣ　１００部に対するイソシアネート系架橋剤Ａの使用量を１部に
変更した他は例４と同様にして、本例に係る粘着剤組成物を調製した。
【０１３２】
　（例９）
　アクリル系ポリマーＣ　１００部に対して１０部のロジン系粘着付与樹脂Ａ（商品名「
ハリタックＳＥ１０」、水素添加ロジングリセリンエステル、ハリマ化成社製、軟化点約
８０℃）をさらに加えた他は例４と同様にして、本例に係る粘着剤組成物を調製した。
【０１３３】
　（例１０）
　上記アクリル系ポリマーＣの溶液に、該溶液に含まれるアクリル系ポリマーＣ１００部
に対して２部のイソシアネート系架橋剤Ａと、０．０１部のエポキシ系架橋剤Ｂと、２０
部のロジン系粘着付与樹脂Ｂ（商品名「ペンセルＤ１２５」、荒川化学工業社製、重合ロ
ジンのペンタエリスリトールエステル、軟化点約１２５℃）とを加え、攪拌混合して本例
に係る粘着剤組成物を調製した。
【０１３４】
＜粘着シートの作製＞
　剥離ライナーとして、片面が剥離処理された剥離面となっているポリエステル製剥離フ
ィルム（商品名「ダイアホイルＭＲＦ」、厚さ３８μｍ、三菱ポリエステル社製）を２枚
用意した。これらの剥離ライナーの剥離面に、各例に係る粘着剤組成物を塗布し、１００
℃で２分間乾燥させて、厚さ１９μｍの粘着剤層を形成した。上記２枚の剥離ライナー上
に形成された粘着剤層を、厚さ１２μｍの透明な基材フィルムの第１面および第２面にそ
れぞれ貼り合わせて、総厚５０μｍの両面粘着シートを作製した。上記剥離ライナーはそ
のまま粘着剤層上に残し、粘着剤層の表面（接着面）の保護に使用した。基材フィルムと
しては、東レ社製のＰＥＴフィルム（樹脂フィルム）、商品名「ルミラー」を使用した。
このようにして、例１～１０に係る粘着剤組成物にそれぞれ対応する例１～１０の両面粘
着シートを作製した。
【０１３５】
＜評価試験＞
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　例１～１０に係る両面粘着シートを５０℃、５０％ＲＨの環境下で１日間養生した後、
上述した方法により、表面自由エネルギーγ、ゲル分率および粘着力維持率を求めた。
　また、上記ポリエステル製剥離フィルム（商品名「ダイアホイルＭＲＦ」、厚さ３８μ
ｍ、三菱ポリエステル社製）の剥離面に、例１～１０に係る粘着剤組成物を塗布し、１２
０℃で２分間乾燥させて、該剥離フィルム上に厚さ２０μｍの粘着剤層（基材レス粘着剤
層）を形成した。この粘着剤層を、厚さ５０μｍのＰＥＴフィルム（商品名「ルミラー」
、東レ社製）に貼り合わせ、縦２５ｍｍ、横２５ｍｍの正方形状にカットして試験片を作
製した。この試験片を用いて上述した方法でオレイン酸浸透性評価を行うことにより、オ
レイン酸浸透量および浸透距離を求め、粘着剤のはみ出しを評価した。
　得られた結果を表１，２に示す。
【０１３６】
【表１】

【０１３７】
【表２】

【０１３８】
　表１，２に示されるように、表面自由エネルギーγが４０ｍＪ／ｍ２未満であり、かつ
オレイン酸浸透量が１．５ｇ／ｇ以上５．０ｇ／ｇ以下の範囲にある粘着剤層を備える例
１～６の粘着シートは、いずれも良好な粘着力維持率を示し、粘着剤のはみ出しも少なか
った。一方、オレイン酸浸透量が少なすぎる例７，８および表面自由エネルギーγが高す
ぎる例１０では粘着力維持率が低かった。オレイン酸浸透量が多すぎる例９では粘着剤の
はみ出しが大きかった。
【０１３９】
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　以上、本発明の具体例を詳細に説明したが、これらは例示にすぎず、特許請求の範囲を
限定するものではない。特許請求の範囲に記載の技術には、以上に例示した具体例を様々
に変形、変更したものが含まれる。
【符号の説明】
【０１４０】
　１，２，３，４，５，６　　粘着シート
１０　　基材
２１，２２　粘着剤層
３１，３２　剥離ライナー

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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